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高齢者支援課

議案第１０２号 指定管理者の指定について 

（港区立介護予防総合センター） 

１ 施設名称等

施 設 名 称 所 在 地

港区立介護予防総合センター 東京都港区芝浦一丁目１６番１号

２ 事業者選定の経過

港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会を設置し、優良な候補

者を１事業者選考した後、港区指定管理者選定委員会での審議を経て決定しました。

なお、３事業者から応募がありました。

（１） 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会委員

氏 名 役 職 等

委員長 大渕 修一
地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター

高齢者健康増進事業支援室 研究部長

副委員長 森 信二 港区保健福祉支援部長

委 員 中田 晴美
昭和大学

保健医療学部看護学科 准教授

〃 松浦恵理子
特定非営利活動法人市民シンクタンクひと・まち社

事務局長

〃 高嶋 慶一 芝地区総合支所管理課長

（２） 選考委員会の開催状況

回 数 開 催 年 月 日 審 議 内 容

第１回 平成３１年４月８日（月） 公募要項、選考基準、選考方法等

第２回 令和元年７月１日（月）

応募事業者の財務状況分析

第一次審査（書類審査）

第一次審査通過者の決定

第二次審査の選考方法

第３回 令和元年７月１２日（金）

第二次審査（プレゼンテーション及

びヒアリング）

指定管理者候補者の決定

令和元年９月１８日 資料№７ 
保 健 福 祉 常 任 委 員 会 
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（３） 港区指定管理者選定委員会

令和元年７月２５日（木）に開催された港区指定管理者選定委員会において、

港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会で選考された事業者

が、指定管理者候補者として選定されました。

３ 選定された事業者

名 称 セントラルスポーツ株式会社

代表者 代表取締役 後藤 聖治

所在地 東京都中央区新川一丁目２１番２号

４ 指定期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで（５年間）

５ 選定の理由

（１） 介護予防総合センターの施設目的や求められる役割を理解し、介護予防に係

る事業を総合的に推進するための中核施設として、実現性・実効性のある事業

提案となっています。また、「住民主体の介護予防」を事業提案の柱としており、

多様な専門職の関与により、高齢者の社会参加を促進し、地域における介護予

防活動の更なる活性化が期待できます。

（２） 候補者には、多様な介護予防事業の受託実績が豊富にあり、法人において介

護予防運動指導員の養成も行っていることから、介護予防事業を実施していく

上で必要となる知識、技能及び経験等を有する職員が多く配置されており、安

定的な運営体制となっています。また、これまでも配置していた理学療法士や

作業療法士等に加え、高齢者の心の問題などにも対応するため、新たに「社会

福祉士」や「臨床心理士」を配置することとしており、高齢者の社会参加の促

進が期待できます。

（３） いきいきプラザ等の関係機関や地域で介護予防活動を行う自主活動グループ

に対して、専門職による出張指導や出張支援など、多方面からの支援の強化を

図ることで、介護予防事業や住民活動の質の更なる向上が期待できます。

（４） いきいきプラザ等における自主的な活動につながる新たなボランティアの養

成、また、閉じこもりがちな高齢者や地域において介護予防活動を行うボラン

ティアなどの「心のケア」として、臨床心理士による相談体制を構築すること

などが、「住民主体の介護予防」を推進していくための必要な支援として期待で

きます。

６ 今後の予定

  令和２年４月１日  指定管理者による管理運営の開始（継続）
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はじめに  

 本報告書は、港区立介護予防総合センターの指定管理者候補者を選考するにあたり、「港

区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会」における審査の経過及び結果につ

いて報告するものです。 

 港区が定めた「港区指定管理者制度運用指針」では、民間事業者等が持つノウハウやアイ

ディア、専門性などを活用することにより、多様化する区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応

や効率的で効果的な区民サービスの提供が可能となる施設については、積極的に指定管理者

制度の導入を進めるとしています。 

「港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会」は、このような視点を踏ま

えた上で、区民が住み慣れた地域において健康で自立した日常生活を営み続けることができ

るよう、介護予防に係る事業を総合的に推進するという設置目的を最大限に活かし、効率

的・効果的に港区立介護予防総合センターを運営することができる候補者の選考を行いまし

た。 

審査にあたっては、常に厳正さと公正さを確保するとともに、委員会として委員の総意の

下に結論を導き出すよう努めました。 

港区立介護予防総合センター指定管理者候補者には、３事業者から応募があり、様々な提

案を受けることができました。いずれの提案も現状の課題を的確に捉え、かつ、将来を見据

えた大変優れた提案であったため、選考作業は困難なものでしたが、指定管理者を公募した

目的が十分達成されたものと感じています。 

応募いただいた事業者の皆様には深く感謝するとともに、選ばれた事業者には、港区立介

護予防総合センター条例に定める目的の達成に向け、指定管理者として十二分に力を発揮さ

れることを強く期待いたします。 

令和元年７月１２日 

港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会 

委員長  大 渕 修 一 
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Ⅰ 選考した指定管理者候補者について 

１ 指定管理者候補者 

名 称 セントラルスポーツ株式会社 

代表者 代表取締役 後藤 聖治  

所在地 東京都中央区新川一丁目２１番２号 

２ 対象施設 

施設の名称 所在地

港区立介護予防総合センター 東京都港区芝浦一丁目１６番１号 

３ 指定期間 令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで（５年）

４ 選考の理由  

（１）介護予防総合センターの施設目的や求められる役割を理解し、介護予防に係る事業

を総合的に推進するための中核施設として、実現性・実効性のある事業提案となっ

ています。また、「住民主体の介護予防」を事業提案の柱としており、多様な専門

職の関与により、高齢者の社会参加を促進し、地域における介護予防活動の更なる

活性化が期待できます。 

（２）候補者には、多様な介護予防事業の受託実績が豊富にあり、法人において介護予防

運動指導員の養成も行っていることから、介護予防事業を実施していく上で必要と

なる知識、技能及び経験等を有する職員が多く配置されており、安定的な運営体制

となっています。また、これまでも配置していた理学療法士や作業療法士等に加え、

高齢者の心の問題などにも対応するため、新たに「社会福祉士」や「臨床心理士」

を配置することとしており、高齢者の社会参加の促進が期待できます。 

（３）いきいきプラザ等の関係機関や地域で介護予防活動を行う自主活動グループに対し

て、専門職による出張指導や出張支援など、多方面からの支援の強化を図ることで、

介護予防事業や住民活動の質の更なる向上が期待できます。 

（４）いきいきプラザ等における自主的な活動につながる新たなボランティアの養成、ま

た、閉じこもりがちな高齢者や地域において介護予防活動を行うボランティアなど

の「心のケア」として、臨床心理士による相談体制を構築することなどが、「住民

主体の介護予防」を推進していくための必要な支援として期待できます。 
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Ⅱ 選考経過について 

１ 選考の方法  

(１) 第一次審査 

応募法人から提出された申請書類及び計画書類について、財務関係書類、基本的事

項の適格審査、計画書類に対する評価をもとに総合的な審査を行い、第一次審査通過

者として３事業者を選考しました。 

(２) 第二次審査 

第一次審査通過者に対して、プレゼンテーション及びヒアリングを行い、（第一次審

査と第二次審査とを併せた）総合評価により指定管理者候補者を選考しました。 

２ 選考委員会の構成 

委 員 長 大 渕 修 一 

地方独立行政法人 

東京都健康長寿医療センター 

高齢者健康増進事業支援室 研究部長 

副委員長 森 信 二 港区保健福祉支援部長 

委  員 中 田 晴 美 
昭和大学 

保健医療学部看護学科 准教授 

〃 松 浦 恵理子 
特定非営利活動法人 

市民シンクタンクひと・まち社 事務局長 

〃 高 嶋 慶 一 芝地区総合支所管理課長 

３ 公認会計士  

井 上 大 輔 合同会社 井上大輔会計事務所 
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４ 選考の進め方 

応募書類提出（申請書・財務諸表・管理運営計画書等） 

＜第一次審査＞ 

１ 全事業者の財務状況の調査・分析を行い、可（安定的に経営基盤を有している）若

しくは不可（安定的に経営基盤を有していない）で評価します。 

２ 全事業者の資金計画の調査・分析を行い、Ａ（特に優れている）～Ｅ（劣っている）

までの５段階に評価します。 

３ 事業者ごとに、選考基準の各項目に対応した配点に基づき、各選考委員が書類審査

を行い、採点します。 

４ 公認会計士等による財務状況分析に基づく評価と、各選考委員による書類審査の合

計得点により総合的な審査を行い、概ね上位者３者程度を第一次審査通過者としま

す。 

＜第二次審査＞ 

１ 第一次審査通過者に対して、プレゼンテーション（各事業者１０分程度）及びヒア

リング（各事業者２０分程度）を行います。 

２ プレゼンテーションとヒアリングが終了した後、各選考委員による審査項目を中心

とした評価を行い、採点します。 

３ 第一次審査と第二次審査の点数を合計し、指定管理者候補者を選考します。 

公認会計士による財務状況等の調査・分析を行い、財務状

況評価は可若しくは不可、資金計画評価はＡ～Ｅの５段階

で評価します。 

選考委員による書類審査 

プレゼンテーション及びヒアリング、計画書等の総合評価 
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５ 選考委員会等の開催状況及び経過 

(１) 第１回選考委員会 

日 時  平成３１年４月８日（月曜日） 午後１時３０分～３時２７分 

場 所  港区役所 研修室 

議 題  委員の委嘱について 

公募要項について 

選考基準について 

候補者の選考方法について 

(２) 公募手続き 

ア 公募説明会          平成３１年４月１９日（金曜日） 

イ 現地見学会                ４月１９日（金曜日） 

ウ 申請受付（第一次提出）         ４月１２日（金曜日）から 

                 令和 元年５月１５日（水曜日）まで 

エ 質問書受付          平成３１年４月１２日（金曜日）から 

                      ４月２６日（金曜日）まで 

オ 質問への回答         令和 元年５月１０日（金曜日） 

カ 計画書類等受付（第二次提出)  平成３１年４月１２日（金曜日）から 

                   令和 元年５月２２日（水曜日）まで 

 (３) 第２回選考委員会（第一次審査） 

日 時  令和元年７月１日（月曜日） 午後１時３０分～３時４０分 

場 所  港区役所 ９１５会議室 

議 題  応募事業者の財務状況等について 

         第一次審査（書類審査） 

          第二次審査の方法について 

 (４) 第３回選考委員会（第二次審査） 

日 時  令和元年７月１２日（金曜日） 午後１時３０分～４時３０分 

場 所  港区役所 研修室 

議 題  第二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

         候補者の決定について 
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Ⅲ 選考対象者について 

No 事業者の名称 所在地 

１ Ａ事業者  

２ セントラルスポーツ株式会社 東京都中央区新川一丁目２１番２号 

３ Ｃ事業者  

Ⅳ 選考結果について 

１ 第一次審査 

(１) 財務状況分析等について  

    公認会計士による財務状況調査分析等報告書に基づき説明がありました。 

ア 財務状況評価 

各法人より提出された財務諸表（決算報告）を基に、財務規模、収益性、安全性に

ついて、数値及び比率分析等により、安定的に継続して指定管理業務を行うことがで

きるか否かを、可若しくは不可の絶対評価を行いました。 

   イ 資金計画評価 

各法人より提出された資金計画書を基に、資金・収支計画の正確性、安全性、収支

見込の妥当性、運転資金調達の確実性、事業計画との整合性、経費見積もりの妥当性

などについて数値及び比率分析により、Ａ～Ｅの５段階総合評価を行いました。 

(２) 選考基準表に基づく採点  

選考委員ごとの評価した点数を合計し、全委員の採点した点数の合計による選考を実施

しました。 

順位 事業者の名称 
財務状況 

評価 

資金計画 

評価 

合計点数 

（1,500 点満点） 

１ セントラルスポーツ株式会社 可 Ｃ １，０７２点 

２ Ａ事業者 可 Ｂ １，０４９点 

３ Ｃ事業者 可 Ｂ １，０３３点 

※ 財務状況評価基準  

可（安定的に経営基盤を有している）、不可（安定的に経営基盤を有していない） 

※ 資金計画評価基準 

 Ａ：特に優れている、Ｂ：優れている、Ｃ：普通、Ｄ：やや劣っている、Ｅ：劣っている 
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(３) 選考経過 

各委員が各候補者の提案内容の評価について意見交換を行いました。 

事業者の名称 委員の意見 

Ａ事業者 

・就労者向けの予約なしで利用可能な教室の提案、また、健幸

アンバサダーは、口コミ効果が非常に重要となるのですごくい

い提案だと思う。 

・産業カウンセラー等を設置して、働いている時から高齢期ま

でシームレスに相談に乗れる体制の提案が面白い。 

・高齢者の役割の記載が少なく、体を鍛えるタイプの介護予防

レベルであり、次の展開が少し弱いと感じた。 

・現時点で、確保できている人材が少なく、人材確保の面が気

になる。 

・介護予防の中核施設としてどうしていくのかが具体的に見え

なかった。確かに利用者数も大事であるが、介護予防事業をリ

ードしていく点が非常に重要だと思う。 

セントラルスポーツ

株式会社 

・地域包括ケアシステムや住民主体の介護予防、介護予防リー

ダーの養成、関係機関との連携等、中核施設としての役割をし

っかり理解している。 

・住民主体の介護予防ということが全体的に提案の中に理念と

してある。 

・介護予防総合センターの職員が、地域に出てアプローチして

いく点をポイントとしている。 

・現在多くの専門職の雇用を確保しており、運動指導員の養成

を行っている実績から、人材の確保ができる大きな事業者であ

る。 

・多様な専門職を配置しており、キャリアに応じた研修計画が

ある。 

・ボランティアの育成として、心のケアの機会までできるとこ

ろは少ないので評価できる。 

・ボランティアグループ交流会の提案では、ボランティア活動

を中心的に取り組んでいる人達が孤立しないよう、いかにコン

トロールしていくかという視点が具体的であり評価できる。 

・人件費が高い。 

・障害者の法定雇用率が達成できていない。 
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Ｃ事業者 

・Ｂ型デイの提案は、高齢者が主体的にできるような具体的な

提案で素晴らしい。 

・港区の類似施設の委託実績、他自治体の介護予防センターや

地域包括支援センターの受託実績があり、法人のバックアップ

体制がしっかりしている。 

・区民雇用等の促進では、母子福祉団体の活用が評価できる。

・介護予防の中核施設としては、呼ばれたら行きますよという

体制ではなく、こう指導していきたいなどの積極性が少し足り

ないと感じた。 

・現在確保できている専門職が少なく、今後の人材確保が気に

なる。 

   以上の点を総合的に勘案して、採点集計表の順位のとおり上位３事業者を第一次審査

通過者としました。 

２ 第二次審査 

(１) プレゼンテーション及びヒアリング 

第一次審査通過３事業者がそれぞれ１０分のプレゼンテーションを行った後、管理

運営計画書及びプレゼンテーションの内容に基づき２０分のヒアリングを行い、選考基

準により審査しました。 

(２)採点結果 

選考委員ごとの評価した点数を合計し、全委員の採点した点数の合計と第一次審査の

合計点を合算した総合点数をもとに順位付けしました。 

順位 事業者の名称 
総合点数 

（２，２５０点満点） 

第一次審査点数 

（１，５００点満点） 

第二次審査点数 

（７５０点満点） 

１ 
セントラルスポーツ 

株式会社 
１，５８４点 １，０７２点 ５１２点 

２ Ｃ事業者 １，５１０点 １，０３３点 ４７７点 

３ Ａ事業者 １，４７３点 １，０４９点 ４２４点 
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(３) 選考経過 

各委員が第一次審査通過３事業者の管理運営計画書及びプレゼンテーションの内容

の評価について意見交換を行いました。 

事業者の名称 委員の意見 

Ａ事業者 

・港区の地域特性の把握が不十分で、中核施設を担って先駆的

に、専門的にやっていくことに関しては、少し足りないと感じ

た。 

・これからの介護予防は住民がどのように考えて動くかという

ことがすごく大切であるが、スポーツが中心であり、住民を中

核にした計画になっていない点が少し劣っていると感じた。 

・中核施設としてのアウトリーチについて、翌年度からと言わ

れていたのが残念であった。 

・健幸アンバサダーと介護予防リーダー・サポーターとの関係

が整理されておらず、実際に現場で動くようになった時に混乱

しないか、少し心配になった。 

セントラルスポーツ

株式会社 

・中核機関として専門職を派遣したり、ボランティアを養成し

て、いきいきプラザ等で活躍できるようにする提案は、非常に

理解していると感じた。 

・明確な目標を持って、中核施設としてやっていこうという思

いがすごくハッキリしていた。 

・地域との信頼関係を作って、そこから始まっていくんだとい

う、いわゆるセンターなんだけれども、センターに来てもらう

ということではなく、むしろ出ていって関係性をつくり、人を

育てていくという点が優れていると感じた。 

・施設長の任期が短期間である理由が、組織の活性化や緊張感

を維持するためということであったが、是非その辺は、施設を

引っ張っていける施設長をつけていただきたいと感じた。 

・港区安全の日について認識不足であった点は残念。 

Ｃ事業者 

・書類では良くわからなかったＢ型デイなどについて色々考え

られていた。 

・施設長予定者自らがしっかり自分の言葉で説明されており、

非常に良かった。 

・中核施設として先駆的な取組を広げていく提案内容はやはり

少ない印象を受けた。 
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・いきいきプラザへの言及がなかったので、センターオブセン

ターとしての理解が少し薄いと感じた。 

・若い世代の捉え方について年齢がすごく上に寄っていたの

で、介護予防の中核施設として役割果たしていこうと思った

ら、もう少し年代の幅を広げていくことは必要だと感じた。 

Ⅴ 最終選考結果について 

 最終選考結果 

  選考基準に基づき最も高い総合評価を与えられるのは、「セントラルスポーツ株式会社」

です。選考委員会の総意として、「セントラルスポーツ株式会社」を港区立介護予防総合

センター指定管理者候補者として選考します。 
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会  議  名 第１回港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会

開 催 日 時 平成３１年４月８日（月） 午後１時３０分から午後３時２７分まで

開 催 場 所 港区役所 研修室

委 員

（出席者） ５名

大渕委員長、中田委員、松浦委員、森副委員長（保健福祉支援部長）、高嶋委員（芝

地区総合支所管理課長）

（欠席者） なし

事 務 局
保健福祉支援部高齢者支援課長 金田、

介護予防推進係長 長瀬、係員 小林

会 議 次 第

１ 開会・あいさつ 

２ 委員委嘱 

３ 委員紹介 

４ 委員長選出 

５ 議題 

（１）指定管理者公募要項（案）について 

（２）指定管理者候補者の選考基準（案）及び選考方法（案）について 

６ 今後のスケジュール 

７ 閉会 

配 付 資 料

資料１ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会設置要綱 

資料２ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会委員名簿   

資料３ 港区立介護予防総合センター指定管理者公募要項（案） 

資料４ 港区立介護予防総合センター指定管理者公募要項【様式集】（案） 

資料５ 業務基準書・介護予防事業共通仕様書・介護予防事業仕様書 

資料６ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考基準（第一次審査採点表）

（案） 

資料７ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考基準（第二次審査採点表）

（案） 

資料８ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者の選考方法（案） 

資料９ 今後のスケジュール 

参考資料１-１ 施設パンフレット（Ａ４判） 

参考資料１-２ 施設パンフレット（リーフレット版） 

参考資料２   港区立介護予防総合センター関係例規集 
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会議の結果及び主要な発言

事務局 

委員長 

Ｅ委員 

事務局 

委員長 

事務局 

Ｄ委員 

事務局 

Ｄ委員 

事務局 

１ 開会・あいさつ 

２ 委員委嘱

３ 委員紹介

４ 委員長選出 

５ 議題

（１）指定管理者公募要項（案）について 

（資料３、４、５に基づき説明） 

質問等は。 

①今回３つの重点項目を立ててしっかりとご提案いただくということであるが、それ

は、後程の別の書類を見ればわかるのか。②愛称「ラクっちゃ」をつけた経緯や思い

について説明があったが、それを公募要項に記載したら良いのではないか。③３頁の

ボランティア室について、使用用途の記載がないが、介護予防リーダーが使うのか、

用途を書いたほうが良いのでは。④全体の利用者数や、栄養・口腔機能改善室を使っ

てどんな事業をやっている、今現状これぐらいやっている等の実績は示すのか。⑤公

募要項５ページの職員の配置について、イ、ウ、エについては常時配置ということで、

常勤を想定していると思うが、オ、カ、キの職員については非常勤を想定しているの

か。 

①（次の重点項目３点について、説明。） 

【重点項目３点】 

 ・介護予防ボランティアを主軸とした地域づくり 

 ・専門職の更なる活用 

 ・介護予防事業効果の分析・検証 

②③追記する。④実績等については、説明会も含めて、分かるようにお示しする。⑤

職員体制について、イ、ウ、エは、区としても重要と考えていることから開館時間中

は必ず配置するようにとしており、常勤を想定している。だたし、常勤とは記載して

いない。もちろん非常勤の配置ということも、提案としてはあると想定している。 

私は委員の方から、公募要項の中に重点の観点を記載するかということがあったかと

思うが、記載する方向でいくか、それとも別紙で対応するのか、その辺りは。 

重点項目ということで記載しているわけではないが、第一次審査の採点表において加

点をしている項目がそれにあたる。また、第二次審査においても、プレゼンテーショ

ンの中に盛り込んでいただく項目等を重点項目ということで考えている。 

我々は審査する上で提案書じゃないと審査ができないわけだから、先に重点項目を挙

げて、事業者がしっかりととらえて提案してくるようにしたほうが、事業者が意識し

てやってくれて良い提案がもらえると思う。そうでないと、こちらに叶った提案が出

てこないかもしれないので、そこはしっかり明確に重点項目を公募要項に記載したほ

うが良いと考える。 

できるだけ見えるようなかたちになるよう、修正を考えていきたいと思う。 

今までやってきた事業等の実績は、応募する事業者に対して示すのか。 

実績等については、説明会も含めて、分かるようなかたちでお示ししたい。また、公
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Ａ委員 

事務局 

Ａ委員 

事務局 

事務局 

委員長 

Ｂ委員 

事務局 

Ｂ委員 

事務局 

Ｂ委員 

事務局 

委員長 

Ｂ委員 

募要項においても、４頁(１)基本事業のア（キ）の米印のところで、「平成２９年度

港区立介護予防総合センター介護予防事業一覧（別紙２）」を、また、１４頁（６）

イのところで、「平成２９年度港区立介護予防総合センター運営経費執行表（別紙１

０）」を示している。 

ＮＰＯ法人とか利益を目的としてない事業者は、会計基準でいうと、基盤が弱いとい

うような判断をされることがあると思う。なので、港区の地元を良く知った、ＮＰＯ

法人等が参加したときに、不利益になっては困るのではないかという気がするが、そ

の点についてどのように考えているのか。 

ＮＰＯ法人等の事業者が提案してくる場合では、事業規模的に単独ではなく応募され

る場合もあると考えている。そこは区としても、話をよく聞きながら、よく確認した

上で応募してもらえるようにしたいと思う。 

そうすると、当該センターは事業規模が大きいので、もちろん５年間しっかりと運営

できるということで、会計基準等を緩やかにするとかそういうことではなく、組織を

しっかりさせて、その基準を満たすようにということで、質問等で丁寧に受けていく

という理解でよろしいか。 

はい。 

（２）指定管理者候補者の選考基準（案）及び選考方法（案）について 

（資料６、７、８に基づき説明） 

質問等は。 

重点項目の一つ「介護予防事業効果の分析・検証」に当たるものが、第二次審査採点

表の中でどれに該当するのかがちょっとわかりづらかった。「５提案事業」にあたる

のか。 

まず大きくは「１中核施設としての役割」に入ってくると考えている。また、あわせ

て、「５提案事業」という中でもそのような提案があるかもしれないが、主には、「１

中核施設としての役割」を想定している。 

この審査項目は、事業者には見せないものか。 

審査項目については、公募要項２３頁の一番下「２指定管理者候補者の選考・選定（１）

ウ」のところ、第二次審査のプレゼンテーションにおいて次の項目を盛り込むよう記

載している。ただし、第二次審査採点表の下に記載している「主な視点」については、

公募要項に記載していない。 

公募要項を読んだだけだと、今までの実績やエビデンスを踏まえた上で、今後こうい

う展開をしてくるということが少し読み取りづらいと感じた。ここでしっかりエビデ

ンスを出して、各いきいきプラザ等で展開していくことが求めれられていると思うの

で、何かそういったところが見えるように工夫していただきたい。 

中核施設として重点としてやっていくところであるので、その部分に関しては、記載

の方法を検討する。 

記載方法は、事務局にお任せするということでよろしいか。 

はい。あと、「様式１３施設長予定者の勤務した実績」、第二次審査項目に「４施設長

予定者の意欲」とあるが、施設長の任期について、この人にならということでお任せ

したときに、すぐ変わってしまうこともあり得るのかなと。施設長の任期について、

５年なら５年ときちんと考えているとか、いろんな事情で変わる場合はあるとは思う

が、施設長が担う役割は全体的に評価として大きいので、その辺がわかるといいと思

った。 
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事務局 

Ｂ委員 

事務局 

Ｃ委員 

Ｄ委員 

事務局 

Ｅ委員 

事務局 

Ａ委員 

事務局 

委員長 

区としても、できればその指定期間５年間は同じ施設長で継続してやっていただきた

いと思うところであるので、説明会等でお伝えしたいと考えている。 

「様式１５－４専門職配置予定者」で、これまでの経験・資格、調査研究実績を書く

欄があるが、具体的に学会等で発表しただとか、論文まで求めているのか。書き方が

難しいと思う。 

書き方に関しては、いろんな実績があると思うので、あえて指定はしていない。前回

の介護予防総合センターの公募の際には、具体的な研究実績の記載があった。 

先程からでている、「介護予防事業効果の分析・検証」について、公募要項や様式集

等から読み取りにくい気がした。 

補足すると、少し言葉が足りないと思う。区が実施している事業の効果を検証すると

いうことを、公募要項にはっきり書いたほうがいいのではないか。また、先程の第二

次審査の項目についてどの様式と対応するのかということも、第二次審査採点表の

「主な視点」に記載してほしいと。そういうところをはっきり書いてもらった方が、

少ないヒアリングの時間で細かく質問しやすくなる。 

先程のご指摘とあわせて、わかりやすい記載にしていければと思っている。 

「資料８」と「資料６」について、財務状況分析結果が「不可」、収支計画分析結果

が「Ｄ」「Ｅ」というのは、審査をするのか。また、類似施設の運営や介護予防事業

の受託実績等、受託経費見積書については、なんらかの評価基準があるのか。 

財務状況で「不可」、また、収支計画で「Ｅ」の事業者については、安定して任せら

れないというところがあるので、一次で落選ということになるかと思う。収支計画が

「Ｄ」については、第２回選考委員会において、公認会計士の先生からの財務状況分

析等に関する説明を聞いた上で、ご判断いただきたいと思う。類似施設等の実績につ

いては、委員の皆様の専門的な観点から一定程度ご判断いただきたいと思っている。

受託経費については、第一次審査に必要となる事業者からの提案書類を皆様に送付す

る際に、今の状況（経費等）がわかる参考資料を一緒にお付けしたいと考えている。

また、第２回選考委員会の第一次審査の際に、採点を見直す時間を設ける予定なので、

議論をしていただいて最終的に評価していただければと思う。 

職員体制の部分で、キャリアアップやスキルアップについては、区民目線からも重要

となってくるので、項目としてあったほうが客観性が出ていいと思う。経費にも影響

があると思うので。それから、公募要項等に重点事業の項目をたてて、そこをチェッ

クするとした方が見やすいですし、この点を盛り込めばいいんだということがわかり

やすいので、記載について検討いただけないかと。もう一つ、第二次審査採点表に「３

職員体制」とあるが、実現可能性についてを二次審査で確認するということで、「職

員体制の実現性」と改めてはどうか。あと、同じく二次の採点表の「４施設長予定者

の意欲」で、港区の地域性をよく知ってるいるかという点、それぞれの地域にどのよ

うなアプローチが必要と考えているかというところが重要だと思うので、「主な視点」

に追加していただければ評価しやすいと思った。 

キャリアアップについては、やはり基本になってくるところだと思うので、記載につ

いて検討させていただく。重点を分かりやすくという部分についても、正・副委員長

と調整させていただければと思う。職員体制及び施設長予定者についても、Ａ委員の

おっしゃるとおりだと思うので、入れる方向で調整させていただく。 

若干修正意見が出たので、その部分について、正・副委員長にお預けいただくという

ことにしたいが、いかがか。 
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委員長 

事務局 

～異議なし～ 

それでは、正・副委員長で調整させていただくこととする。 

採点表につきましては、承認することとする。 

６ 今後のスケジュールについて 

（資料９に基づき説明） 

７ 閉会 
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会  議  名 第２回港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会

開 催 日 時 令和元年７月１日（月） 午後１時３０分から午後３時４０分まで

開 催 場 所 港区役所 ９１５会議室

委 員

（出席者） ５名

大渕委員長、中田委員、松浦委員、森副委員長（保健福祉支援部長）、高嶋委員（芝

地区総合支所管理課長）

（欠席者） なし

事 務 局
保健福祉支援部高齢者支援課長 金田、

介護予防推進係長 長瀬、係員 小林

その他出席者 公認会計士 井上 大輔

会 議 次 第

１ 開会 

２ 第１回選考委員会会議録の確認 

３ 議題 

（１）財務状況等分析結果について 

（２）第一次審査通過事業者の決定について 

（３）第二次審査（プレゼンテーション）について 

４ 今後のスケジュール 

５ 閉会 

配 付 資 料

資料１ 第１回港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会会議録 

資料２ 港区立介護予防総合センター指定管理者応募事業者財務状況分析報告書

資料３ 港区立介護予防総合センター指定管理者応募事業者資金計画分析報告書 

資料４ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考（第一次審査集計表及び

採点表） 

資料５ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考基準（第二次審査採点表）

資料６ 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）方法について 
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会議の結果及び主要な発言

公認会計士 

委員長 

Ｅ委員 

公認会計士 

Ｄ委員 

公認会計士 

Ｃ委員 

公認会計士 

事務局 

委員長 

Ｂ委員 

１ 開会 

２ 第１回選考委員会会議録の確認

３ 議題

（１）財務状況等分析結果について 

（資料２、３に基づき財務状況・資金計画分析報告） 

財務状況：Ａ事業者「可」、Ｂ事業者「可」、Ｃ事業者「可」 

資金計画：Ａ事業者「Ｂ（優良）」、Ｂ事業者「Ｃ（普通）」、Ｃ事業者「Ｂ（優良）」 

今の報告に対して、何かご質問は。 

財務状況について、本施設を運営する上で、一番大切となる項目は。また、資金計画

の総合評価で、「Ｃ（普通）」のＢ事業者は特に問題視する必要はないと考えてよいか。

財務分析において一番大切な項目はといわれると、非常に難しい。会社は様々な要因

で倒産となり得るので、全体を通して悪くないと確認することが一番重要かと思う

が、今後の指定期間５年間少なくとも会社が倒産しないという観点では、自己資本比

率は重要視してもいいかと考える。ただ、どの事業者も少なくともプラスではあるの

で、即座に何か問題があるわけではないと考えている。資金計画分析におけるＢ事業

者の「Ｃ（普通）」は、特に問題はないと考えている。 

資金計画分析のＢ事業者の人件費は比較的高水準とのことであるが、一般的に示され

ている平均給与水準との比較なのか、それとも今回の３社の中での比較なのか。 

両方の観点でみている。 

Ｂ事業者の人件費がすごく高く、施設長が１，０００万円超なのは、福祉業界ではあ

まり聞かない。逆にシルバー人材の費用は一番低く、他２事業者は５００万円程度と

なっている。資料から、人件費の割り振りの考え方等について読み取れるものか。 

考え方等は読み取れないので、プレゼンテーション等で確認をしていただきたい。 

（２）第一次審査通過事業者の決定について 

（資料４に基づき説明） 

第一次審査の採点結果に基づき、各委員から講評をいただく前に、事業者の提案の中

に、既存条例の改正が必要となる提案があった。この点は、今の時点で条例改正をし

て実施するかどうかを含めて判断するのは難しいと思われるので、施設の利用促進や

効率的な運営等の観点を評価いただくものとしたい。 

それでは、各委員順番に講評を。 

Ａ事業者は、運動に特化した事業提案や新たなマシンの導入、また、壮年期からの介

護予防の視点で保健所との連携、あと、産業カウンセラーによる就業支援等の提案が

良かった。施設長予定者が、介護予防主任運動指導員の有資格者であることは強みで

ある。弱味は、その反面、運動に特化したところが全面的に出されている、他の２事

業者と比べて介護予防の受託実績が少ない点。現時点で、確保できている人材が少な

く、人材確保の体制面が気になる。地域包括ケアシステムの更なる推進に向けた提案

では、具体的にどう取り組んでいくのか見えなかった。また、他の２事業者と比べ、

港区の委託実績が少ない点が気になった。 

Ｂ事業者は、港区の受託実績や、他自治体の介護予防事業受託実績が豊富である点が
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Ｃ委員 

強み。一番高く評価する点は、現在多くの専門職の雇用を確保しており、運動指導員

の養成を行っている実績から、人材の確保ができる大きな事業者であること。その反

面、人件費が高い。施設長予定者は、介護予防運動指導員であるが、本社勤務が長く

現場から長く離れている印象。また、継続的な支援の観点から、施設長予定者の任期

の考え方について確認したい。障害者の雇用促進については、法定雇用率が達成でき

ていない。 

Ｃ事業者は、港区の類似施設の委託実績、他自治体の介護予防センターや地域包括支

援センターの受託実績があり、法人のバックアップ体制がしっかりしている。その反

面、現在確保できている専門職が少なく、今後の人材確保が気になる。施設長予定者

は、介護予防運動指導員系の資格がなく、また、施設を転々とされているので、施設

長の配置に関する事業者の考え方を確認したい。住民主体の通いの場の創設は、特に

良かった。区民雇用等の促進では、母子福祉団体の活用が評価できる。 

どこの事業者も、港区の受託実績がありしっかりした印象だが、関連施設の実績とし

ては、Ａ事業者が少し劣る気がした。 

Ａ事業者の利用者の安全確保では、高齢者の体力への配慮や室内環境等がきちんとで

きていると感じる。夜間救急対応は、高齢者の健康管理が丁寧であった。職員につい

ては、キャリアパスや個人別育成計画の有無等が読み取れなかった。新プログラムの

提案は、新しい関心層を取り込み、利用者を増やしていくことが可能かもしれないと

感じた。ボランティアとの連携では、分野を問わず、紹介や交流をするなどの点が良

かった。新聞折込の提案は、対象や効果等を確認したい。就労者向けの予約なしで利

用可能な教室の提案、また、健幸アンバサダーは、口コミ効果は非常に重要となるの

ですごくいいと思う。 

Ｂ事業者は、現状を踏まえた具体的な提案である。安全に関しては、みなとパーク芝

浦のＢＣＰに基づく対応であり、もうひと工夫ほしかった。ＢＣＰに関しては、広域

被害に遭った時など、法人としての事業所運営の考え方について、どの事業者も記載

が弱かった。職員については、多様な専門職を配置しており、キャリアに応じた研修

計画があるので評価できる。これに応じて、人件費が高い点につながる気がする。調

査研究では、閉じこもりがちな高齢者に向けて参加を働きかけるとの視点は大事だと

思う。中学生ボランティアなど、幅広い年代層を取り込み、若年層から介護予防を定

着させる考え方が良かった。ボランティアの育成では、心のケアの機会までできると

ころは少ないので評価できる。介護予防フェスティバル前夜祭は、若い世代や就労者

も 1回限りだと参加しやすいと思うので面白い。課題に対する提案では、就労者や商

店会、シルバー人材等、対象者を明確にして企画されており良かった。シルバー人材

の委託費が、他事業者と比べて半額である点は具体的に確認したい。人件費は高めだ

が、これでまわっていくのであれば、大丈夫なのかなと思う。 

Ｃ事業者は、区の現状や、求められていることをよく把握した上での提案と感じる。

基本的な考え方も、地域共生社会の実現に向けて地域住民等をどう巻き込むかという

提案であった。安全・安心確保では、事故防止の観点がきちんとうたわれており評価

できる。職員については、階層別の研修計画に沿ったスキルアップ支援を行っており、

支援体制があると見た。新プログラムの開発は、業務委託とのことで具体的に聞いて

みないとわからないが、そのようなことができるのはいいと思う。ボランティアの育

成・支援では、様々な研修と合わせて、住民主体型通所サービスの立上げを支援する

提案があり、大事な活動だと思う。地域高齢者に向けて情報を伝えるための努力や、
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Ｅ委員 

Ｄ委員 

就労者向けの企画、閉じこもりの男性に向けた企画などが良かった。 

Ａ事業者は、スポーツ施設の運営実績が主で、介護予防に注力できるか心配である。

基本的な考え方は、介護予防の中核施設としての具体性がなく、他団体の知見を活用

する提案が多い。また、施設利用者を増やすことが目的の一番に掲げられており理解

が浅いと感じた。安全・安心は、高齢者の特性を踏まえた提案であった。職員体制は、

常勤職員が少ないと感じた。バックアップ面では、緊急時はスポーツ施設から派遣と

あり、介護予防の中核施設として安定的な運営に少し不安を感じる。調査・開発では、

ラクっちゃアプリ等、意欲ある提案であるが、開発体制の実現性に不安が残った。ラ

クっちゃ体操制作の提案に関連して、既存のみんなといきいき体操とは別に制作する

理由等について確認したい。ザリッツの導入等は、区民の興味を引く提案で評価でき

る。関係団体等への支援では、協議会を年 1回開会と、少し消極的であった。ボラン

ティアの育成・支援は、やはり他団体の内容が多く、自社の部分ではないのかなと感

じた。人件費は、昇給が見込まれてない点が気になった。 

Ｂ事業者は、十分な介護予防事業実績がある。地域包括ケアシステムや住民主体の介

護予防、介護予防リーダーの養成、関係機関との連携等、中核施設としての役割をし

っかり理解している。職員体制は、有資格者を要所に配置とあるが、多くが非正規と

なっており、安定的な運営に不安を感じる。具体的なバックアップ体制がわからなか

ったので確認したい。調査・開発では、様々な手法を用いた分析結果に基づく事業開

発が非常に期待を持てる。高齢者の生活リズムを考慮した事業展開も評価できる。継

続的な支援では、専門職による支援、年齢別アプローチ、文化的手法等、具体的で評

価できる。中核施設としての連携・支援は、少し積極性が欲しかった。人材育成は、

記載が少し薄い。ＳＮＳの活用法は、具体的に確認したい。情報収集・提供では、企

業連携、各地区地域まつりとの連携、介護予防フェスティバルの前夜祭などは実現で

きれば面白いと思う。人件費は、施設長予定者の報酬が突出している点が気になる。

Ｃ事業者は、施設の運営実績は多いが、介護予防総合センターを運営すると考えると

実績が不安である。基本的な考え方は、区の各種計画の方向性を理解しており、記述

が具体的で、中核施設としてリードする積極性が見られる。職員体制では、正規社員

を多く配置しており、近隣からすぐに呼び寄せられるバックアップ体制も充実してい

る。調査・開発では、様々な分析結果に基づく開発、また、笑いヨガで笑いを取り入

れる視点は大事だと思う。継続的な支援では、ハイブリット型介護予防の今後の活用

策を確認したい。年齢別に興味を引く提案や、文化的要素を取り入れる点も評価でき

る。他機関との交流・支援では、中核施設として、各施設と積極的に情報共有し、リ

ードしていく姿勢が良かった。ボランティアとの交流・連携も、提案が具体的で期待

できる。センターに来ず、どんな支援、アプローチができるのか聞きたい。情報収集

は、企業連携、各地区の小規模フェスタから大規模フェスタにつなげる提案は、面白

い。受託経費では、施設長予定者の報酬が低いと感じた。 

全体的に、介護予防事業は理解されているので、事業展開や区の課題点を中心に見た。

Ａ事業者は、アプリ等、自主的な新しい提案は良いが、実現できると確証が得られる

記載がなかった。スポーツセンターとの相互連携は、重要と考えるので評価できる。

健幸アンバサダーはとても面白い。受託経費では、Ａ事業者とＢ事業者に共通するが、

一般管理費が高い。 

Ｂ事業者は、まとまりがあり非常に良かった。私が一番期待したいのは、様々な事業

から入ってきた方へアプローチすることは大変いいことだと思う。それができると、
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Ａ委員 

委員長 

Ｅ委員 

Ｅ委員 

Ｂ委員 

Ａ委員 

Ｅ委員 

その方からの口コミによる広がりがあるのかなと思った。 

Ｃ事業者は、ウェルネスシステムの経費をしっかり確認したい。 

Ａ事業者は、実績はもちろんあるが、高齢者の役割の記載が少なく、体を鍛えるタイ

プの介護予防レベルであり、次の展開が少し弱いと感じた。職員の職種が充実してお

り、職種の組み合わせで面白い効果があるのではと評価した。新機器利用の提案では、

ラクっちゃに来られない方々への情報提供の必要性から、潜在的な利用者に対する介

護予防の普及・啓発の可能性の観点から評価した。健幸アンバサダーも、人に伝える

役の方が一番しっかりやってくれるということで、提案が面白いと感じた。産業カウ

ンセラー等を設置して、働いている時から高齢期までシームレスに相談に乗れる体制

の提案も面白い。障害者雇用のサポート体制も評価できる。 

Ｂ事業者は、区が求めることを理解しており素晴らしい提案であった。特に、住民主

体の介護予防ということが全体的に提案の中に理念としてある点である。職員につい

ては、正規と非正規という点があるが、常勤数が多く、実施体制が盤石だと思った。

また、職員が地域に出てアプローチしていく点をポイントとしていると感じる。ボラ

ンティアグループ交流会の提案では、ボランティア活動を中心的に取り組んでいる人

達が孤立しないよう、いかにコントロールしていくかという視点が具体的であり評価

できる。 

Ｃ事業者は、実績は問題なく、適切な労働環境の確保策として外部認定制度を取り入

れている点が評価できる。常勤体制、また、介護予防運動指導員を皆さんが取得され

ている点では介護予防に対する理解は他に比べ高いかなと思った。Ｂ型デイの提案

は、高齢者が主体的にできるような具体的な提案で素晴らしい。男性の利用参加促進

の提案は、分析が不十分だと感じた。要介護等の認定率上昇を抑制する具体的な提案

は、そのような視点を持っているのか不安な内容であった。 

ここから、「事業者が当施設を運営していく上で重要となる項目であり、５段階中２

（標準よりやや劣る）以下である項目」及び「委員間で開きのある項目」の大きく２

つの観点を中心に、評価のポイント等について意見交換を行う。 

【介護予防の中核施設としての運営方針：Ａ事業者】 

繰り返しになるが、介護予防の中核施設としてどうしていくのかが具体的に見えなか

った。確かに利用者数も大事であるが、介護予防事業をリードしていく点が非常に重

要だと思う。 

【業務に従事する職員のバックアップ体制：Ａ事業者】 

バックアップ体制として、緊急時は、スポーツ施設からの派遣となっており、他事業

者に比べ、施設運営の面で少し不安がある。 

【業務に従事する職員のバックアップ体制：Ｂ事業者】 

人員が確保できている点、また、プロジェクトなどを組んで本部バックアップをする

点と、港区内の類似施設から駆けつけられる体制がある点が良かった。Ｂ事業者と同

じくＣ事業者もだが、介護予防運動指導員養成を行っている事業所であり、安定的な

雇用に繋がると考え、高く評価した。 

先程の委員の意見で、バックアップ体制がスポーツ関係の施設ばかりである点につい

て、実効性というか、センターの運営にすぐ入れるのか不安が残る点は、確かに委員

のおっしゃるとおりだと感じた。 

【関係機関への介護予防に係る業務支援を行う職員体制：Ａ事業者】 

介護予防の中核施設として業務支援を行っていくことに関して、自分たちの今までの
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Ａ委員 

Ｅ委員 

Ｃ委員 

Ｂ委員 

事務局 

委員長 

委員長 

事務局 

委員長 

Ｂ委員 

Ｃ委員 

委員長 

事務局 

委員長 

事務局 

知見や経験を出すものではなく、様々な大学や研究機関との連携をもって体制を確保

していくという提案である点が気になった。 

【関係機関への介護予防に係る業務支援を行う職員体制：Ｃ事業者】 

職員体制について、専門職が列記してあり、派遣と書いてあるが、介護予防の中核施

設として、呼ばれたら行きますよという体制ではなく、こう指導していきたいなどの

積極性が必要だと思う。その点が少し足りないと感じた。 

【介護予防事業に係る有効な調査及びその分析・検証：Ａ事業者】 

ラクっちゃアプリやラクっちゃ体操など、いろいろと魅力的ですが、開発体制が少し

気になった。特に気になるのは、ラクっちゃ体操の制作とあるが、既存の体操をきち

んと分析して提案されているのかという点。確認をしたいと思う。 

実は私も、ラクっちゃ体操については、既存の体操を浸透させていく点と、新しい体

操を制作する点と、何かねらいがあるのか確認したいと感じた。 

【区民雇用の促進：Ｃ事業者】 

先ほども触れたとおり、唯一、母子福祉団体の活用という新たな提案があり、実現で

きればいいと思った。 

第一次審査結果について報告 

Ａ事業者：１，０４９点、Ｂ事業者：１，０７２点、Ｃ事業者：１，０３３点 

（２）第一次審査通過事業者の決定について 

第一次審査結果から、Ａ事業者、Ｂ事業者、Ｃ事業者すべて第一次審査通過としたい

と思うがよろしいか。 

（異議なし） 

それでは、Ａ事業者、Ｂ事業者、Ｃ事業者を第一次審査通過事業者として決定する。

（３）第二次審査（プレゼンテーション）について 

（資料５及び資料６に基づき説明） 

それでは、第二次審査において、特に確認しておいた方が良いと思われる項目につい

て共有したい。先ほど、第一次審査時に確認した大きく２つの観点については、第二

次審査においても、方針や実現性・実行性等を確認できればと考えている。その他、

何かあるか。 

プレゼンテーションについて、中核施設としての役割や様々な取組について、これま

での自社の持ってる実績やエビデンスがあるかということを踏まえて、実現可能性と

いうところがよくわかるようにプレゼンテーションしていただきたい。 

Ａ事業者の保険料が、他に比べすごく安い点が気になったので確認したい。 

事務局に確認であるが、事業等で加入が必要な保険等は、業務基準書や仕様書で示し

ているのか。 

示している。 

それでは、第二次審査のヒアリング時に確認していきたいと思う。 

４ 今後のスケジュール 

（第３回選考委員会について説明） 

５ 閉会 
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会  議  名 第３回港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会

開 催 日 時 令和元年７月１２日（金） 午後１時３０分から午後４時３０分まで

開 催 場 所 港区役所 研修室

委 員

（出席者） ５名

大渕委員長、中田委員、松浦委員、森副委員長（保健福祉支援部長）、高嶋委員（芝

地区総合支所管理課長）

（欠席者） なし

事 務 局
保健福祉支援部高齢者支援課長 金田、

介護予防推進係長 長瀬、係員 小林

会 議 次 第

１ 開会 

２ 第２回選考委員会会議録の確認 

３ 議題 

（１）第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）について 

（２）指定管理者候補者の決定について 

４ 閉会 

配 付 資 料

資料１ 第２回港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委員会会議録 

資料２ 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）方法について

資料３ プレゼンテーション用シート（Ｃ事業者） 

資料４ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考基準（第二次審査採点表）

（Ｃ事業者） 

資料５ プレゼンテーション用シート（Ａ事業者） 

資料６ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考基準（第二次審査採点表）

（Ａ事業者） 

資料７ プレゼンテーション用シート（Ｂ事業者） 

資料８ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考基準（第二次審査採点表）

（Ｂ事業者） 

資料９ 港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考（第一次審査集計表） 
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会議の結果及び主要な発言

事務局 

Ｃ事業者 

Ｂ委員 

Ｃ事業者 

Ｂ委員 

Ｃ事業者 

Ｂ委員 

Ｃ事業者 

Ｂ委員 

Ｃ事業者 

Ｂ委員 

Ｃ事業者 

Ｂ委員 

Ｃ事業者 

Ｃ委員 

Ｃ事業者 

Ｃ委員 

１ 開会 

２ 第２回選考委員会会議録の確認

３ 議題

（１）第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）について 

（資料２に基づき説明） 

（Ｃ事業者プレゼンテーション） 

（Ｃ事業者ヒアリング開始） 

施設長予定者の経歴を見ると、短期間で異動をしている印象だが、本施設としての施

設長の任期をどのように考えているのか。 

経歴上の異動は、事業所が拡大する関係で短期間での異動となっていたが、介護予防

総合センターは、専門的な機関であることから、指定管理期間の５年間は基本的に変

更せずやらせていただければと考えている。 

施設長予定者自身は、介護予防に関する資格取得の予定はあるか。 

本年９月に介護予防運動指導員の受講を予定している。 

職員配置について、実際運営していくにあたり、職員の確保が足りない印象だが、そ

れ以外の職員の確保はどのような計画になっているのか。 

今、法人内で有資格者の調査を行っており、選定していただいた暁には配置できるよ

うに準備を進めている。 

住民主体型の通いの場は、港区の地域特性を踏まえた上で、どのように展開される予

定か。 

地域のボランティアに協力いただき、地域のニーズに応じた体操や食事等のプログラ

ムを実施していきたいと考えている。 

実施場所は、どのような場所を想定しているのか。 

介護予防総合センターの空いている部屋を有効的に使いたいと考えている。 

地域の中に出向いての展開は今のところはないということか。 

まずは、介護予防総合センターで展開し、ボランティアを育成しつつ、そのボランテ

ィアを地域に派遣していけたらと考えている。 

具体的な目標数値をもって取り組むとのことだが、健康づくりプランを年４０件、ハ

イブリット介護予防を年４件と単位が少ないように思う。これはどういうことでこの

数字になっていて、対象者はどのように考えているのか。また、早期からの健康管理

等について、若年層とは、どのような人を想定しているのか。 

健康づくりプランとハイブリット介護予防は、当法人オリジナルの個別支援プログラ

ムで、1 人当たりに専門職が何名かつき、３ヶ月から半年かけて行うことから、実施

数は少なめの提案となっている。目標設定は、類似する施設での実績を基に設定して

いるが、あくまで目安なので、業務に慣れてきたら、目標設定を見直し、多くの人に

提供したいと考えている。また、若年層とは、６５才以上で、介護予防は必要でない

と思っていながらも体力の衰えが懸念される方に向けて、プログラムを提供していけ

ればと考えている。 

もう少し若い世代に対し、介護予防の取組を地域に定着させていくために、どういっ
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Ｃ事業者 

Ｅ委員 

Ｃ事業者 

Ｄ委員 

Ｃ事業者 

Ｄ委員 

Ｃ事業者 

Ａ委員 

Ｃ事業者 

Ａ委員 

Ｃ事業者 

たことを考えているか。 

若い方に、若いうちからボランティア活動に関わってもらい、高齢になっても地域で

活躍し、自身の介護予防につなげてもらえるような仕組みを考えていきたい。プログ

ラム内容は、地域のニーズ等を踏まえ検討していく。また、当法人は、他区で５０歳

から利用できる介護予防施設を運営しており、そこでのプログラムも、介護予防総合

センターで展開できればと考えている。 

①印刷製本費の積み上げの根拠は。②介護予防事業費について、公募要項【別紙集】

にて実績を示しているが、今回計上されている介護予防事業費は、それを踏まえた金

額であるか。③施設長予定者のこれまでの経験の中で最も印象的なエピソードは。④

港区安全の日に関連して、施設運営について決意等々を。 

①デザイン料も含み、施設パンフレット５５万円、ラクっちゃ通信１３２万円、合計

１８７万円。②各プログラムについて、個別で積算して計上している。③８年ぐらい

前に、自主グループ化の取り組みにすごく力を入れて立ち上げた食のグループが、今

も変わらず活動を楽しんでいるところを見て、やはりグループ化の効果は本当にあ

り、地域にとって必要だと感じた。このような経験を生かし、是非介護予防総合セン

ターでも、自主グループ活動の支援に努めていきたい。④再びそのような事故が起こ

らないよう気を引き締め、この日を大事にし、特に昇降機、自動ドア、運動器具等、

安全管理を徹底していきたい。 

ウェルネスシステムは、御社独自の開発システムか。また、介護予防事業開発は、ど

のような内容か。 

既存システムであり、当社が開発したものではない。本システムを入れることで、今

の事前事後等のパーソナル情報に加え、日々のトレーニング状況や個人の消費カロリ

ー等を管理することができ、もう少し深い分析が可能と考える。また、介護予防事業

開発は、筑波大学に協力をいただき、開発したいと考えている。 

ウェルネスシステムは、分析等のツールとしてはいいのかもしれないが、個別プログ

ラムの対象者数等からみて、中核施設として足りるのかと感じる。全国的にも介護予

防に特化したこのような施設はないので、中核施設としてどうまとめていく考えか。

ウェルネスシステムは、使用マシンとそのキーが連動しているので、そのマシンが導

入されていないと、すべてを把握することができない。利用者は任意であるが、１，

５００円でキーを購入していただくと、日々のトレーニング情報等が蓄積される。ま

ずは、ラクっちゃにそのマシンを数台導入し、ゆくゆく時間をかけて、港区内の他施

設のマシンについても、本システムが入ったマシンに変えていただければと計画して

いる。 

Ｂ型デイの提案について、すごく面白いと思うが、対象者や事業内容は。 

対象は、主に要支援者で、プログラム内容は、必ず食事を入れ、その他体操や歌等の

３部構成、３時間程度のコースを考えている。既に数事業所で実施しており、なかな

かサービスに繋がらない要支援者のセーフティネットとして、その方々の状態に寄り

添った支援をしていきたい。 

住民主体でそのようなサービスを実施する中で、難しい点、或いは良かった点は。 

ボランティアに運営を移行していく際、いかに自然な流れで移行するかが難しい点で

あるが、徐々に職員も慣れてきて、うまく促しながらコーディネートして、ボランテ

ィアがメインで運営していく仕組みが出来上がっている。 

（Ｃ事業者ヒアリング終了） 
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Ａ事業者 

Ｃ委員 

Ａ事業者 

Ｂ委員 

Ａ事業者 

（Ｃ事業者採点） 

（Ａ事業者プレゼンテーション） 

（Ａ事業者ヒアリング開始） 

①介護予防の中核施設としては、利用者を増やすだけではなく、港区全体の介護予防

を推進していくことが求められるが、関係機関との連携や民間介護予防事業者への支

援、アウトリーチ活動、また、そのための人材配置について、どのように考えている

か。②現在提案されている職員以外の確保については、どのように考えているか。③

働き続けられる環境整備として、キャリアパス制度や個人別の育成計画があるか。④

健幸アンバサダーは、口コミ効果として面白そうであるが、どのような人に、どのよ

うな呼びかけをして、どのくらい養成していきたいと考えているのか。⑤健幸アンバ

サダーと介護予防リーダー・サポーターとを、どのように連携させていく考えなのか。

⑥口コミ情報が届きにくい閉じこもりがちな高齢者等への働きかけや、若い世代への

意識啓発はどのように考えているのか。 

①介護予防の中核施設として、まず、施設利用者を集めることを第一段階とし、「繋

げる」から「支える」と順序を持って運営をしていきたい。アウトリーチ活動も初年

度は難しいかもしれないが、２年目以降には十分やっていきたい。②職員の確保は、

選定された折には、採用を十分にかけ、また現職員の再雇用も含め、体制をしっかり

と整えていきたい。また、グループ会社の理学療法士のネットワーク等も活用し、職

員体制を安定していきたい。③キャリアパス等は、今制度としてはないが、今後、医

療職も含めて制度を整えていきたい。個人別に関しては、資格制度は持っているので、

資格を取ってキャリアパスをするというような対応も考えていきたい。また、働き方

の環境整備として、社内に安全衛生委員会を設け、適正に管理している。④健幸アン

バサダーは、対象者を施設利用者やその家族として、講習会形式で開催し、初年度は

３０名から５０名程度、それをさらに口コミで広げ、最終的には年間で１００人程度

養成できればと考えている。⑤介護予防リーダー・サポーターと健幸アンバサダーは、

イコールで繋がる部分もあり、そうでない部分もあるため、別の意味合いで考えてい

る。健幸アンバサダー養成講座の中から、介護予防リーダーを選定してという可能性

はあるが、今の段階ではイコールで連携することは考えていない。⑥閉じこもり対策

も、健幸アンバサダーをうまく活用しながら、情報発信できればと考えている。また、

若者への啓発は、就労しているうちから介護予防に触れてもらう仕掛けとして、１８

時以降の利用について年齢制限の引き下げを提案する。 

①施設長予定者の任期の考え方は。②介護予防事業の受託数が少ない印象。介護予防

の中核施設としては、いきいきプラザ等へ先駆的な事業を提案していく等、広域的、

専門的な活動が求められるが。③産業カウンセラーの提案は、類似施設等での実績が

あるのか。また、介護予防総合センターで実施する場合の具体的な対象者、数値目標

は。④港区の地域特性をどのように捉え、どのような地域包括ケアシステムを展開し

ていく考えなのか。 

①最低でも３年程度は同じ施設長でと考えている。②会社の規模的に受託件数が少な

くなっているが、他区でも長年、介護予防事業や認知症プログラム開発等に携わって

いる。③他施設での実績はないが、目標に掲げる「生涯現役」として、高齢者が少し

でも仕事ができる環境を増やすことができるのではと考え提案した。④いきいきプラ

ザや高齢者相談センターと連携し、介護予防の部分でしっかり先頭に立って地域包括

ケアシステムに貢献できるよう頑張っていきたい。 
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Ｅ委員 

Ａ事業者 

Ｄ委員 

Ａ事業者 

Ａ委員 

Ａ事業者 

Ｂ事業者 

Ｂ委員 

Ｂ事業者 

①他の関係団体と連携していく提案が多い印象であるが、御社自身として介護予防に

取り組まれた実績等は。②職員のバックアップ体制について、近隣のスポーツ施設か

らとなっているが、介護予防の中核施設としての安定的な運営についての考え方は。

③ラクっちゃ体操の開発については、既存のみんなといきいき体操に対する評価を踏

まえての提案なのか。④施設長予定者のこれまでの経験の中で最も印象的なエピソー

ドは。⑤港区安全の日に関連して、施設運営について決意等々を。 

①我々独自に、下肢の筋トレを中心としたプログラムを導入し、転倒・骨折予防に対

する評価を上げた実績も持っている。また、グループ会社にて運営する地域密着型デ

イサービスでの自重の運動プログラムの提供や、他区で実施しているコグニサイズを

中心とした認知症予防プログラムなど、様々な運動と様々な測定を使って効果判定を

しながら事業を実施している。②法人本体の民間スポーツクラブや指定管理受託施設

においても、健康運動指導士等の介護予防事業に携わっている職員が何人もおり、そ

こからバックアップをして、安定的な運営をと考えている。③みんなといきいき体操

も把握しており、その普及・啓発も当然のことと認識しているが、飽きずに楽しく継

続していただくために、ラクっちゃ体操の開発を提案した。④長年携わる中で、運動

を通じて痛みが軽減したりと、折りに触れて感謝の言葉をいただくときに、続けてき

てよかったと思う。⑤認識不足のため、これから勉強させていただきたい。 

条例上で規定している利用者の年齢を引き下げる提案があるが、実現可能との認識

か。 

もちろん条例を変えていただかなければ実現できないのであれば、変えていただくよ

うに申し出をさせていただきたい。 

新聞広告の提案は、どれぐらい効果が見込めるのか。 

教室については、新聞折り込みをすることで、定員の６割以上、うまくいけば８割ぐ

らいの集客ができ、相当効果があると認識している。 

（Ａ事業者ヒアリング終了） 

（Ａ事業者採点） 

（Ｂ事業者プレゼンテーション） 

（Ｂ事業者ヒアリング開始） 

①施設長予定者の任期に対する考え方は。また、経歴から現場で活動されるのは久し

ぶりな印象を受けるが、抱負は。②法人の強みを生かして運動系はすごくおさえてい

る印象であるが、運動器以外の提案事業は。③今、介護予防総合センターを利用して

いない方々の特性をどのように分析されていて、具体的にどのようにアプローチして

いく考えなのか。④ふれあいプログラムについて、世代間交流等で良いと思うが、見

守り体制１名で実施する際の安全性の確保については。 

①当社の方針としては、不測の事態に対し、すぐに業務に影響がでることのないよう、

また、個人の能力に頼りすぎることのないよう、本社にも優秀なスタッフを配置し、

施設の支援体制を整えている。また、組織の活性化や緊張感の維持の観点から、これ

までも一定の期間で施設長を異動してきた。今回の施設長の任期に関しては、現時点

で特段の定めはないが、施設の安定的な運用の支援体制を図っていく。施設長予定者

の現場経験については、地域の統括等で現場人材の組織体制整備や教育、また、現場

に赴き、地域支援事業やインストラクターの養成にも関わってきた。デイサービスの

現場にも通い、現状は良く理解している。②例えばウォーキング系のプログラムの中

でも、計画力を高めるための文化的な仕組みを設けている。今までやったことないよ
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うな新しいことにチャレンジする、また、日頃運動に取り組んでいるけれども、イベ

ントの時には文化的なプログラムにチャレンジすることができるように多数のプロ

グラムを実施していく。③介護予防総合センターに通いたいけれども来れないのか、

そもそも通いたいと思っていないのか、知らないのかなど、どこに原因があるのか質

的な調査で深堀りし、ニーズに合った提案をしていきたい。④基本的に、お子様の見

守りを行うのは高齢者の方々で、その高齢者の方々をサポートする体制として職員 1

名の配置を考えている。高齢者の方々が、業務に慣れるまでは 1名では足りない場合

があると思うので、そこに関しては必要な人数を出張させ、その中で、高齢者の方の

熟練を待つということを考えている。 

①今後５年間の課題として、社会参加をテーマとして提案されており、閉じこもりが

ちな高齢者等、リスクの高い高齢者への個別健康サポートを重点で挙げられている

が、具体的な内容は。②近年、大規模震災といわれている中、複合施設のＢＣＰに沿

った対応のほか、事業者としての方針や従事できる職員の把握、業務の優先順位等の

認識は。③心のケアのための臨床心理士による相談体制について、具体的な内容は。

④閉じこもり等リスクの高い高齢者へのサポートが必要となってくる中、サポートす

る体制が考えられているか。⑤比較的給料が高く、特に施設長が高い印象だが、キャ

リアにあわせた研修計画にあわせて、職員のモチベーションアップや働き続ける意欲

に繋がっているのか。⑥シルバー人材センターへの委託について、日曜日と平日４、

５時間との提案であるが、高齢者の社会参加の場として、窓口を広げるという考え方

については。 

①具体的な手法に関しては、今後、様々な関係機関と連携しながらと思っているが、

介護予防リーダーや自主活動グループで活躍されている方々、今後は民生委員やふれ

あい相談員等と情報交換しながらいい方法を見つけていきたい。②当社では、各スタ

ッフの連絡先一覧があり、震災時に連絡がつかない場合は、指定の場所に集合してと、

誰がどこにいるのかまずわかるようになっている。それを把握しながら、区の規定に

基づき、スタッフが動くことを想定している。③④今回、「みんなと介護予防２．０」

として高齢者に主体的に活躍していただく中で、心の問題が大事になってくると考え

ている。励ましや様々な悩み相談ができるような機能を持たせ、さらには、閉じこも

り対策等も含め、臨床心理士が面談を行う中で、心の奥底にある障害を取り除き、こ

れまでより参加者の幅を広げていければと考えている。⑤給料に関しては、基本的に

当社の人事給料レベルに合わせている。また、一生懸命頑張りたいという意欲に繋が

っている部分もあると考えている。⑥依頼する業務時間等に関しては、ある程度、私

どもでできる部分は私どもが行う考えで計上した。シルバー人材センターとは様々な

かたちでの協働ができると考えており、必ずしもセンターの中だけではなく、他の部

分でも協働を図っていければと考えている。 

①一般職員について、同じ職場での在職年数は。②職員配置表をみると、不安定な雇

用形態の職員の割合が多い印象であるが、職員体制の考え方は。③施設長予定者の経

歴で、現場責任者と、営業で現場を見るというのは少し視点が違うと思うが、その点

をもう一度。また、施設長は、１００％センターの業務となって、本社業務はないと

いうことでよいか。④港区安全の日に関連して、施設運営について決意等々を。 

①一般的には、５年程度。②職員体制については、専門職を多く配置しており、また、

専門職は短時間での勤務というのが多く、そのようなかたちになっている。今後、専

門職が地域に出ていくといった業務も計画しており、センターにもきちんと配置し、
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外にも出ていける体制を考えている。③弊社は、営業は現場と一体になっており、現

場のスタッフと詰めて面談をし、現場の現状や人の配置、お客様の声等を把握しなが

ら、経験も生かしアドバイスを行っていた。また、本施設長は、本社業務を行うこと

はなく、センター業務に専念する。④安全第一で施設運営を行っているが、港区安全

の日については、まだ理解不足の部分があるため、今後しっかり勉強していきたい。

障害者雇用率が未達で、届出を提出していると思うが、何年で達成する計画になって

いるのか。 

できるだけ早急に達成したいと取り組んでいる。ぜひ採用したいと動いているが、採

用後なかなか定着に結びつかない状況があるということで、その辺も含めて、人事で

早急に対策をとるとしている。 

選考結果はどうかなるかわからないが、当然このことは、法定を守るというのが大前

提になってくる。そこはよろしくお願いしたい。 

（Ｂ事業者ヒアリング終了） 

（Ｂ事業者採点） 

集計結果について報告 

Ａ事業者：第一次審査１，０４９点、第二次審査４２４点、総合点１，４７３点 

Ｂ事業者：第一次審査１，０７２点、第二次審査５１２点、総合点１，５８４点 

Ｃ事業者：第一次審査１，０３３点、第二次審査４７７点、総合点１，５１０点 

順位：１位 Ｂ事業者、２位 Ｃ事業者、３位 Ａ事業者 

それでは、採点結果について、各委員から順番に講評を。 

Ａ事業者は、介護予防事業の受託や港区の受託実績が少ない。また、港区の地域特性

の把握が不十分で、中核施設を担って先駆的に、専門的にやっていくことに関しては、

少し足りないと感じた。Ｂ事業者は、施設長予定者があまり把握をされていない印象

で、本部の方が全部仕切っているような感じがした。また、法人の考え方として、施

設長を変えているということだが、中核施設として様々な関係機関と連携を図ってい

くときに、中の人は変わっていないけれども、上の人は変わっていくというのはどう

かと感じた。法人の規模が大きいので、様々な事業や豊富な人材がある点や、他の事

業所と比べ地域の実情を色々と分析はされている印象であるが、少し物足りない印象

であった。Ｃ事業者は、書類では良くわからなかったＢ型デイなどについて色々考え

られていたり、比較的大きな法人なので、専門職の配置などの実現可能性などがある

と思うが、逆に、中核施設として先駆的な取組を広げていく提案内容はやはり少ない

印象を受けた。 

Ａ事業者は、スポーツを中心としており、全体的に介護予防の中核施設としての発言

が不十分であった。職員体制も不安な感じがした。施設長予定者の意欲も、他の事業

者に比べ弱い感じがした。健幸アンバサダーは、口コミ効果を期待したいところであ

ったが、結果的に低い評価となった。Ｂ事業者は、明確な目標を持って、中核施設と

してやっていこうという思いがすごくハッキリしていた。残念なのは、法人としての

意欲はすごく感じられたが、施設長予定者の意欲が少し不十分かと感じた。Ｃ事業者

は、話を聞いてみたら結構頑張っているのが伝わってきたが、少し引っかかったのは、

若い世代の捉え方について年齢がすごく上に寄っていたので、介護予防の中核施設と

して役割果たしていこうと思ったら、もう少し年代の幅を広げていくことは必要なの

かなと感じた。ここは少し残念であった。 

Ａ事業者は、地域包括ケアシステムへの理解が少し薄いと感じた。運動中心である点、
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また、職員体制も、現施設の人材をあてる等、力強い言葉を聞けなかった。施設長予

定者が、港区安全の日について認識不足であった点や、港区の介護予防の中核施設と

しての意欲というところでは少し弱いという印象である。Ｂ事業者は、施設長の任期

が短期間である理由が、組織の活性化や緊張感を維持するためということであった

が、是非その辺は、施設を引っ張っていける施設長をつけていただきたいと感じた。

また、港区安全の日について認識不足であった点は残念であるが、介護予防の中核施

設として、次の段階に行くという意欲は良かったと思う。Ｃ事業者は、施設長予定者

自らがしっかり自分の言葉で説明されており、非常に良かった。自主活動グループを

しっかり支えていって、そこがまた高齢者を支えていくというところのループがいい

と感じた。 

Ａ事業者は、中核施設としてのアウトリーチについて、翌年度からと言われていたの

が残念であった。また、職員の確保についても、現施設の人材をあてるとの回答であ

り、不安が残った。Ｂ事業者は、中核機関として専門職を派遣したり、ボランティア

を養成して、いきいきプラザ等で活躍できるようにする提案は、非常に理解している

と感じた。施設長の任期が未定との回答は、少し心もとない印象であった。文化プロ

グラムをもう少し明確に書いてもらえればよかったと思う。Ｃ事業者は、施設長予定

者が一番明るくハキハキしていた印象だが、少しキャリア不足かなと感じた。中核施

設としてリードしたり、いきいきプラザを指導したりという点はもう少し何か考えが

欲しかった。ウェルネスシステムについても、介護予防総合センターの利用者がメイ

ンであり、他施設で汎用的に活用するには、規模感が乏しかった。あとは、６５歳以

上の若い人と言われていたので、もう少し若い世代から介護予防に興味を持っていた

だくような取り組みが必要だと感じた。 

Ａ事業者は、地域の把握が不十分で、地域包括ケアのビジョンが乏しいと感じた。こ

れからの介護予防は住民がどのように考えて動くかということがすごく大切である

が、スポーツが中心であり、住民を中核にした計画になっていない点が少し劣ってい

ると感じた。産業カウンセラーは、とても期待したが実績がなかったのが残念であっ

た。健幸アンバサダーと介護予防リーダー・サポーターとの関係が整理されておらず、

実際に現場で動くようになった時に混乱しないか、少し心配になった。Ｂ事業者は、

区の中核施設として他機関との連携を課題とし、専門職を配置して積極的に出張させ

て、具体的な解決の提案をしていくという点で優れていると感じた。また、介護予防

ボランティアを主軸とした地域づくりとして、いきいきプラザとの協働という点が明

確に示されており、ボランティアが動きやすくするための出張支援等、「介護予防２．

０」ということで優れていると感じた。一方、職員体制では、固有職員と契約職員の

キャリアパスが整理されている印象がなかった。施設長予定者については、住民主体

に対する言及はあったものの、「介護予防２．０」を進めていく上で、施設長として

どのようなポイントで、どのように活動するかという点について話がなかったのは少

し残念であった。Ｃ事業者は、いきいきプラザへの言及がなかったので、センターオ

ブセンターとしての理解が少し薄いと感じた。介護予防ボランティアを主軸とした地

域活性化については、住民を中核に据えた事業の実績が少ないと感じた。施設長予定

者は、目標は掲げられていたが、概括的で具体性に乏しく残念であった。提案事業は、

区民のメリット、区のメリットがどこにあるのか、プレゼンテーションの中で確認で

きず、また、事業者の固有のノウハウではなかったので、低い評価となった。 

それでは、各委員の講評を受けて、意見交換を行う。何かご意見等ありますか。 
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この採点結果からすると、Ｂ事業者になると思うが、各委員から意見があったように、

今のままでは心もとないと感じる部分があるので、その点は、区としてどのように事

業者へ伝えていくのか。 

各委員からの意見を踏まえ、改めて区から事業者へ協議・指導を行っていきたいと考

えている。 

全体的に見てＢ事業者がいいと思うが、やはりこのままというのは不安要素が強いか

なと思われる。施設長予定者に不安が残った。 

事務局からしっかり指導して、進めていっていただきたい。 

これから先の事業展開をしっかり念頭に置いた運営をしていただきたいので、区から

もきっちりと指導していただきたい。 

他区であればやれるとは思うが、やはりその中でもトップレベルを狙うとなったとき

に、色々と足りない点が見えてくると思った。その中で、Ｂ事業者の良い点は、地域

との信頼関係を作って、そこから始まっていくんだというところではないかと思う。

いわゆるセンターなんだけれども、センターに来てもらうということではなく、むし

ろ出ていって関係性をつくり、人を育てていくという点が優れていると感じた。 

（２）指定管理者候補者の決定について 

それでは、先程の集計結果のとおり、港区介護予防総合センター指定管理者候補者は、

総合点が一番高いＢ事業者に決定したいと思うが、候補者決定の前に何か意見等は。

（異議なし、全委員承認） 

それでは、港区立介護予防総合センター指定管理者候補者は、Ｂ事業者に決定する。

また、各委員からの意見については、事務局とＢ事業者とで調整をお願いしたい。 

４ 閉会 
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２ 災害時協定･･････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

（１）協定の締結 

（２）災害時協定書の主な事項 

３ 事業計画書及び収支予算書の作成・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

  （１）事業計画書及び収支予算書の作成 

  （２）事業報告書及び収支決算書の作成 

４ 業務の引継ぎ等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８

５ 情報の公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８

（１）応募書類等



（２）選考・選定過程の情報 

（３）指定管理業務に関する情報

６ モニタリング等の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

（１）モニタリングの実施 

（２）第三者評価の実施 

（３）労働環境モニタリングの実施及び賃金給付状況シートの提出 

（４）監査の実施 

７ 指定の取消し等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０

（１）指定の取消しと業務の停止 

（２）事業の継続が困難となった場合の措置
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Ⅰ 施設の概要 

１ 指定管理者制度導入の趣旨 

  港区では、多様化する区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応や効率的で効果的な区民

サービスを提供するため、公の施設の管理・運営を包括的に代行させる指定管理者制

度を積極的に導入しています。 

 介護予防総合センターでは、現在の指定管理者の指定管理期間が、平成３２年３月

末に満了となります。民間事業者等が持つノウハウやアイデア、専門性などを活用す

るため、改めて今回、平成３２年４月から５年間の指定管理者を広く募集します。応

募に当たっては、「港区指定管理者制度運用指針」（別紙１）に基づく区の方針を十分

に認識し、また、施設の設置目的等を理解の上、本要項に基づく創意工夫のある提案

を期待しています。

２ 介護予防総合センターの設置目的 

  介護予防総合センターは、港区立介護予防総合センター条例（平成２５年港区条例

第２１号、以下「条例」という。）に基づき、区民が住み慣れた地域において健康で

自立した日常生活を営み続けることができるよう、介護予防に係る事業を総合的に推

進することを目的とした施設です（条例第１条）。区民にとって介護予防が身近で日

常的なものとして定着するよう、区の介護予防施策の中核施設として位置付けていま

す。 

介護予防総合センターは、「人生１００年時代を区民がいきいきと暮らすための健

康長寿を支える総合施設」を基本理念として、多様な活動主体と連携し、区民が住み

慣れた地域で健康でいきいきと暮らし続けることができるよう、地域包括ケアシステ

ムを一層推進していくとともに、地域共生社会の実現を目指します。 

３ 介護予防総合センターの概要 

介護予防総合センターは、複合施設である「みなとパーク芝浦」の２階に位置し、

トレーニングルーム、マシントレーニングルーム、栄養・口腔
くう

機能改善室、研修室、 

自主活動室等を備えています。 

（１）名称 

   港区立介護予防総合センター（愛称：ラクっちゃ） 

   ※「ラクっちゃ」の愛称について 

    「ラクっちゃ」の愛称には、楽しくチャレンジし、将来にわたり健康な生活が

おくれるよう準備をする場所になって欲しいとの願いが込められています。 
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（２）所在地、施設規模等       

 みなとパーク芝浦 

所在地 東京都港区芝浦一丁目 16 番 1 号 

竣工年月 平成 26 年 10 月 

建物の構造 
鉄骨造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造）

免震構造 地下 1階 地上 8階 

延床面積 50,724.90 ㎡（介護予防総合センター 1,563.4 ㎡）

建物の管理 施設全体の主たる建物管理者は芝浦港南地区総合支所です。

各
階
主
要
施
設

地下 1階 駐車場、防災備蓄倉庫 

1 階 

芝浦港南地区総合支所、しばうら保育園分園、芝浦区民協働

スペース、男女平等参画センター（和室 1・2、ホール）、東

部在宅療養相談窓口 

2 階 
消費者センター、男女平等参画センター 

介護予防総合センター 

3 階 スポーツセンター、防災備蓄倉庫 

4 階 スポーツセンター 

5 階 スポーツセンター 

6 階 スポーツセンター 

7 階 スポーツセンター 

8 階 スポーツセンター、屋上緑化 

外構部 駐車場、駐輪場、植栽ほか 

（３）開設年月日 

平成２６年１２月２２日 

（４）各室一覧 

室  名 
面積 

（㎡） 

定員 

（人）
使用用途 

貸出しの

有無 

トレーニングルーム 222.3 30 全身の運動機能の向上のた

めに体操を中心とした各種

事業の開催 

無 

マシントレーニング

ルーム 

150.7 20 個人利用の他、トレーニン

グマシンを利用した各種ト

レーニング事業の開催 

無 

栄養・口腔
くう

機能改善室 130.2 15 低栄養や、咀嚼
そしゃく

・嚥下
え ん げ

など

口腔
くう

機能の低下を防ぐため 

の各種教室などの開催 

無 

研修室 279.2 110 介護予防に関する各種講座

の開催、介護予防事業・介

護予防関係者向けの研修な

ど 

無 

自主活動室 101.9 30 団体貸出（介護予防グルー

プの自主活動など） 

有 
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ボランティア室 27.5 ― センターでボランティア活

動を行う区民等の控え室な

ど 

無 

スタッフルーム 129.6 ― ― 無 

（５）開館日・休館日・開館時間（条例第５条、第６条） 

  ア 開館日（イを除く毎日）・開館時間    

    月曜から土曜日（祝日含む） 午前９時から午後９時３０分まで 

    日曜日           午前９時から午後５時まで 

  イ 休館日 

    １２月２９日から１月３日まで 

    ただし、区長が必要と認めるとき（複合施設全体及び施設の機器保守点検等の

理由がある場合など）は、この限りではありません。 

（６）施設の利用対象者 

  ア 介護予防事業に参加することで利用する者 

    区内に住所を有する６５歳以上（一部事業６０歳以上）の者 

イ その他事業に参加することで利用する者 

（ア）区民 

（イ）介護予防ボランティア 

  （ウ）介護予防に資する地域の自主活動グループ 

  （エ）介護予防事業者等 

  （オ）その他関係機関 

  ウ 事業以外で利用する者（条例第７条） 

  （ア）マシントレーニングルームの利用 

     利用対象者：区内に住所を有する６５歳以上の者    

  （イ）自主活動室の利用 

     利用対象者：介護予防に係る活動を行う者を主たる構成員とする団体 

  （ウ）前記（ア）（イ）に掲げるもののほか、区長が適当と認める者 

（７）施設使用料（条例第１０条）   

無料とします。 

４ 指定期間 

平成３２年４月１日から平成３７年３月３１日まで（５年間）
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Ⅱ 指定管理者が行う業務 

１ 事業運営 

（１）基本事業 

指定管理者が行う事業に関する業務は、下記のとおりです。詳細については、「業

務基準書」（別添）を参照してください。

ア 介護予防総合センターの事業に関する業務（条例第３条） 

   （ア）介護予防に係る事業の調査、開発及び実施に関すること。※ 

   （イ）介護予防に係る区民への継続的な支援に関すること。 

（ウ）介護予防に係る団体及び関係機関との連携、交流その他必要な支援に関す

ること。 

（エ）介護予防に係る人材の育成及び支援に関すること。 

（オ）介護予防に係る情報の収集及び提供に関すること。 

（カ）センターの施設の利用に関すること。 

（キ）その他区長が必要と認める事業 

    ※介護予防事業の開発及び実施に当たっては、各年度の事業計画書を策定する 

中で、実施する事業及びその実施期数等について、高齢者支援課と協議の上

実施すること。平成２９年度の実施事業及び実施期数については、「平成２

９年度港区立介護予防総合センター介護予防事業一覧」（別紙２）を参照し

てください。 

   イ アの事業を実施するに当たって、特に重視する事業（「業務基準書」抜粋） 

   （ア）介護予防に係る事業の調査、開発及び実施に関する業務 

【業務基準書Ｐ２：４（１）ア】 

・介護予防に係る意識調査業務を行うこと。…（ア） 

     ・介護予防個別支援システム等を活用して、区内における介護予防事業の実

施効果の検証・分析に関する業務を行うこと。…（キ） 

     ・介護予防事業の実施効果の検証・分析結果等を活用して、いきいきプラザ

等介護予防事業実施施設や高齢者相談センター（地域包括支援センター）

職員を対象とした研修・会議等を実施し、介護予防事業等の見直し、更な

る充実につなげること。…（ケ） 

   （イ）介護予防に係る区民への継続的な支援に関する業務 

     【業務基準書Ｐ２：４（１）イ】 

     ・介護予防事業等の参加者に対し、専門職による見守り評価等の必要な支援

を行うこと。…（ア） 

     ・専門職による個別相談や、地域における介護予防に資する団体等への専門

的助言など、区民の健康を継続的にサポートすること。…（イ） 

   （ウ）介護予防に係る人材の育成及び支援に関する業務 

     【業務基準書Ｐ４：４（１）エ】 

     ・地域における介護予防の担い手の養成・育成・活動支援 
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（２）提案事業 

条例第１条に定める目的を達成するため、条例第３条に基づく事業を提案してく

ださい。事業を計画する場合は、本施設が港区の介護予防を総合的に推進するため

の中核施設であることを十分に認識の上、地域の特性をふまえた効果的な事業を提

案してください。なお、提案事業は、事前に区と協議の上決定し、指定管理料の範

囲内で実施します。

（３）自主事業 

上記（１）（２）のほか、本施設の設置目的に合致し、かつ、本業務の実施を妨

げない範囲で、施設の利用率向上等を図るための事業を自主的に行うことができま

す。自主事業は、事前に区と協議の上決定し、事業に係る経費は事業者の負担とし

ます。

（４）職員体制

職員体制については、様々な事業を実施するため、必要な知識、技能及び経験等

を有する職員を配置し、施設の管理運営に支障がないよう、また介護予防総合セン

ターの機能を最大限発揮できるよう配慮してください。日常的にトレーニングルー

ムなどで実施する介護予防に関する事業や、研修室で行う介護予防に関する専門研

修、関係機関やボランティア等の区民への支援などを実施するために必要な専門職

を配置してください。特に、介護事業者の職員向け専門研修や介護予防に係る専門

的な相談への対応など、介護予防に関しての高度な専門性が必要な事業もあること

から、地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターにおける「介護予防主任運動

指導員」の受講を修了した者を常時配置するなど、連携する施設へのサポート等に

支障がないような職員配置を行ってください。

 職員配置として、以下の条件をすべて満たしてください。

ア 施設長を配置すること（下記の専門職の人数及び職員の人数の条件の算定に加

えないこと。）。

イ 健康運動指導士又は介護予防運動指導員を配置すること。

ウ 理学療法士を配置すること。

エ 保健師又は看護師を配置すること。

 オ 管理栄養士を配置すること。

 カ 歯科衛生士を配置すること。

 キ 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターにおける「介護予防主任運動指

導員」など、専門職に対し介護予防についての研修が行える人材を配置すること。

 ク ボランティアの支援や地域の自主活動グループ支援を行うコミュニティワー

カーや、類似の業務に従事した経験を有する者を配置すること。

 ケ イからエの専門職については、開館時間中は必ずそれぞれ１名以上が従事して

いること。

  コ 事業の実施、施設の管理運営、連携する施設へのサポート等に支障がないよう
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配置を行うこと。

サ 提案事業も考慮した配置を行うこと。

また、配置する職員の人材育成については、公の施設としての心構えを認識し、

従事職員教育、接遇教育等を徹底し、利用者及び区民への接遇等が常に良好となる

よう努めてください。

（５）区事業への協力

   区が施設を利用する場合は、事前に各事業担当部署と打合せを行い、事業へ協力

をしてください。

２ 施設の維持管理 

（１）施設維持管理分担 

芝浦港南地区総合支所が、施設全体の管理者として設備点検や共用部の管理等を

実施しますが、各施設専有部の維持管理は、それぞれの施設が主たる管理者として

責任をもって行います。主たる管理者との施設管理に係る分担業務は、下記の「介

護予防総合センターの維持管理に係る分担業務」を参照してください。また、施設

の運営に当たっては、芝浦港南地区総合支所及び各施設管理者と情報共有し、日常

的に連携を図ってください。 

○介護予防総合センターの維持管理に係る分担業務（費用負担含む） 

       施 設 

分担業務  

芝浦港南地区 

総合支所 
介護予防総合センター 

防災センター、警備、駐車場管理 ○ ― 

自動販売機 ○ ― 

清掃 ○ ― 

廃棄物処理 ○ 
△ 

産業廃棄物、事業等に伴う廃棄物等 

施設修繕（施設毎の備品等） ― 
○ 

備品の購入は区 

消耗品交換（LED 電球等） ○ ― 

植栽管理 ○ ― 

電話契約工事 ― ○ 

光熱水費 ― 
○ 

支払は区 

電信料 ― ○ 

※○＝実施する業務  △＝一部実施する業務 

（２）維持管理業務内容 

   指定管理者が行う維持管理に関する業務は以下のとおりです。詳細については、

業務基準書を参照してください。 

  ア 貸室（自主活動室）の利用（団体利用）に関する業務 
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  イ 来館者の受付・対応及び施設利用の情報提供に関する業務 

ウ マシントレーニングルームの利用（個人利用）に関する業務 

エ 施設の維持管理に関するほか下記の業務を行うこと。 

（ア）施設・附属設備の管理及び物品等の取扱いに関する業務 

（イ）１件１３０万円（税込）以下の軽易な修繕及び整備に関する業務 

（ウ）施設内の清潔の保持、整頓その他の環境整備に関する業務 

（３）安全・安心に関する業務 

   各施設専有部は、それぞれの責任において、施設利用者等の安全・安心を確保す

る管理運営を行います。ただし、大規模複合施設であることをふまえ、緊急を要す

る場合などには、芝浦港南地区総合支所長が利用者の安全・安心に係る各施設への

指示や全体の指揮をとります。 

ア 災害や事故の発生などの緊急時において、「港区危機管理基本マニュアル（改

訂版）」（別紙３）に基づき、「緊急対応マニュアル」を作成し、利用者等の避

難誘導、関係機関への通報、傷病者の医療機関への搬送の付き添い、安全確保、

通報・連絡等の迅速かつ的確な対応を行うこと。 

  イ 休日・夜間の連絡体制を確立すること。 

ウ 区有施設等安全点検及び点検報告(日常点検・総点検)、「港区有施設の安全管

理に関する要綱」(別紙４)、「港区有施設安全管理業務実施要領」(別紙５)に基

づく安全管理体制の整備、日常安全点検等を実施すること。 

エ 震災及び新型インフルエンザが発生した場合を想定し、「港区業務継続計画」

に基づき、開館時間外の災害その他あらゆる緊急事態、非常事態に際して、従事

職員用の食料等の確保や業務体制の整備など速やかに対応できる体制を整える

こと。なお、港区防災対策基本条例の規定に基づく、事業者の責務を負うものと

する。 

オ ＡＥＤ日常作動点検を行い、保守管理を行うこと。また、ＡＥＤの適切な使用

ができるように普通救命講習を受講すること。 

カ 芝浦港南地区総合支所が作成する複合施設全体の災害対応マニュアル作成に

協力すること。 

キ 上記アからカまでを適切に遂行するための「行動マニュアル」の作成、職員研 

修の実施等を行うこと。 

ク 利用者に対する見守り、声掛け、相談、高齢者相談センター（地域包括支援セ

ンター）等の関係機関への引継ぎなど様々な支援を行うこと。 

ケ 災害対策芝浦港南地区本部の活動訓練や災害対策本部機能代替防災拠点の運

営訓練、芝浦港南地区総合支所等との防災無線や避難所運営等の訓練に参加又は

協力すること。 

コ  震災が発生し、介護予防総合センター内研修室に芝浦港南地区災害対策本部又

は港区災害対策本部機能代替防災拠点が設置された際には、別途締結する災害時

協定に基づき対応すること。 
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（※）本複合施設は、震災が発生したときには、芝浦港南地区の災害対策地区本

部及び区内最大規模の避難所として地区の防災拠点となります。芝浦港南地

区災害対策本部が津波等により芝浦港南地区総合支所内（１階）に設置が不

可能な場合、介護予防総合センター内研修室に芝浦港南地区災害対策本部が

設置されます。また、区役所本庁舎に災害対策本部が設置できなくなった場

合にも、港区災害対策本部機能代替防災拠点が介護予防総合センター内研修

室に設置されます。 

サ 災害時は区の指示に基づき区民の安全確保のため協力すること。また、運動や 

医療の専門職が従事する施設の特性を生かし、複合施設避難所において、避難し 

ている人に対する生活不活発病対策、看護職による医療的な対応や健康状態の見 

守りを行うこと。 

  シ 区が本施設を津波避難ビルに指定した際には、別途締結する津波避難ビルに関

する協定に基づき対応すること。 

ス 管理する個人情報の保護をはじめ情報セキュリティについては、本業務に従事 

するすべての者が「港区情報安全対策指針」（別紙６）を遵守し、漏えいの防止

等の適正な管理に努めること。 

セ 消防法に基づき、施設の代表者（管理権原者）及び防火防災管理者を選任する 

とともに、両者により共同防火防災管理協議会を設置し、共同防火防災体制に協 

力すること。 

ソ 消防法に基づき、日常の火災予防・震災対策又は万一の場合に円滑な行動がで 

きるよう、消防計画を作成すること。 

タ 火災・地震等による被害が発生した場合に、通報・初期消火・避難誘導等の活 

動が円滑に実施できるよう、消防法に基づき自衛消防地区隊を結成し、施設相互 

協力により災害活動にあたること。 

チ 複合施設全体を管理する芝浦港南地区総合支所及び他の施設の管理者と協力 

し、非常時に備え協力体制を整えるとともに日常訓練を行うこと。 

  ツ 施設全体の運営を定期的に検証・評価するとともに、大規模複合施設ならでは

の課題への速やかな対応を行うため、芝浦港南地区総合支所が設置する施設運営

協議会に参加すること。 

３ 管理運営の基準 

（１）関係法令等の遵守 

指定管理者は、下記の関係法令等を遵守し、施設の管理運営を行ってください。 

ア 港区立介護予防総合センター条例及び施行規則 

イ 港区立介護予防総合センター運営協議会設置要綱 

ウ 港区立介護予防総合センター運営要綱 

エ 港区立介護予防総合センター利用登録要綱 

オ 港区介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 
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カ 港区地域支援事業実施要綱 

キ 港区介護予防リーダー等登録事業実施要綱 

ク 地方自治法 

ケ 介護保険法 

コ 老人福祉法 

サ 社会福祉法 

シ 労働関係法（労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法等） 

ス 消防法、食品衛生法その他関係法令  

セ 港区個人情報保護条例及び施行規則 

ソ 港区情報公開条例及び施行規則 

タ 港区環境基本条例 

チ 港区廃棄物の処理及び再利用に関する条例及び施行規則 

ツ 港区有施設の安全管理に関する要綱 

  テ 港区防災対策基本条例 

  ト 港区暴力団排除条例 

  ナ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

  ニ 障害者の雇用の促進等に関する法律 

ヌ その他施設の管理運営業務及び各種事業実施に関わる各種法令・条例・要綱等 

（２）区が定める指針等の遵守 

   指針等を十分認識の上、積極的に区と連携してください。 

ア 港区指定管理者制度運用指針  

イ 港区情報安全対策指針 

ウ 第４次港区環境率先実行計画及び港区環境マネジメントシステムハンドブッ

ク 

エ 港区区有施設受動喫煙防止対策基本方針 

オ 港区行政情報多言語化ガイドライン  

カ （社）港区シルバー人材センター及び区内障害者授産施設等への優先発注 

キ 区内中小事業者への優先発注 

ク 港区の契約における暴力団等排除措置要綱 

ケ 港区職員のハラスメントの防止等に関する要綱 

コ 港区職員接遇マニュアル「あったかマナーみなと」 

サ 港区職員の障害を理由とする差別の解消の推進に関する要綱 

シ 港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に

関する要綱 

  ※「区が定める指針等の一覧」（別紙７）を参照してください。 
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（３）再委託の禁止 

指定管理業務の全部又は主たる部分を再委託することはできません。 

ただし、清掃・警備及び設備の保守点検など専門性の高い個別業務等については、 

   区の事前承認を得た場合に限り、再委託ができます。 

（４）地域との連携 

地元町会・自治会や、その他関係団体など、地域と良好な関係を築くため、地域

の行事やイベントに参加するなど、積極的に交流を図ってください。 

（５）区と指定管理者の役割及び管理責任の分担 

ア 役割分担（◎：主体的な役割 ○：補助・助言・指導する役割）

項  目 指定管理者 区 

設置者としての責務  ◎ 

介護予防総合センターの管理運営 ◎ 
○ 

条例・規則事項 

 施設の管理（設備、物品の管理） ◎ ○ 

施設の占用・行為許可  ◎ 

苦情対応 ◎ ○ 

緊急時の対応（事件・事故等） ◎（※） ◎（※） 

施設の安全対策 

（安全点検・整備・改修等） 
◎（※） ◎（※） 

広報・PR ◎ ○ 

事業運営 ◎ ○ 

（※）設置者としての責任は区にあり、管理責任は指定管理者にあることを示します。 

イ 管理責任の分担

○：主たる分担者

項   目 内   容
管理責任分担

区 指定管理者

１ 法令等の変更
(1) 指定管理業務に影響を及ぼす法令等の変更 ○

(2) 上記以外の指定管理者自身に影響を及ぼす
法令等の変更

○

２ 税制の変更
(1) 指定管理業務に影響を及ぼす税制の変更 ○

(2) 上記以外の一般的な税制の変更 ○

３ 物価変動 (1) 指定期間中の物品費、人件費等物価変動に
伴う経費の増加

○

４ 金利変動 (1) 指定期間中の金利変動に伴う経費の増加 ○

５ 書類

(1) 区が作成した書類に起因する事項 ○

(2) 指定管理者が作成した書類に起因する事項 ○

(3) 両者記名押印した協定書に起因する事項 相互で協議

６
指定管理者の
指定

(1) 区の事由により指定管理者の指定が議会で
議決されない場合

○

(2) 指定管理者候補者の事由により指定管理者
の指定が議会で議決されない場合

○
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７
指定管理業務の
変更及び経費の
変動

(1) 区の事由による指定管理業務の変更に伴う
経費の増加

○

(2) 上記以外の事由による指定管理業務の変更
及び経費の増加

○

８ 住民対応

(1) 地域との協調 ○

(2) 指定管理業務及び自主事業の内容に対する
住民からの苦情、要望等

○

(3) 上記以外の区政全般への苦情、要望等 ○

９ 環境問題

(1) 施設又は用地からの有害物質等の発生 ○

(2) 
指定管理業務及び自主事業に起因する有害
物質の排出・漏えい、騒音、振動、光、臭
気等に関するもの

○

10 不可抗力

(1) 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、
火災、争乱、暴動その他の区又は指定管理
者の責めに帰すことのできない自然的又は
人為的な現象）による被害の発生、拡大及
び施設・設備の復旧

○

(2) 
不可抗力によるもので、指定管理者の対応
の遅れ、施設管理の不備等による被害の発
生、拡大及び施設・設備の復旧

○

11 施設の損傷

(1) 指定管理者の故意又は過失によるもの ○

(2) 施設の設計・構造上の瑕疵によるもの ○

(3) 
上記以外の経年劣化、第三者行為（相手方
が特定できないもの）等によるもの（1 件
130 万円を超えるもの）

○

(4) 
上記以外の経年劣化、第三者行為（相手方
が特定できないもの）等によるもの（1 件
130 万円以下のもの）

○

12 備品（Ⅰ種）の
損傷

(1) 指定管理者の故意又は過失によるもの ○

(2) 上記以外の経年劣化、第三者行為（相手方
が特定できないもの）等によるもの

○

13 施設等の
保守点検

(1) 区の事由による保守点検の増加 ○

(2) 指定管理者の責め及び保守点検の不備によ
る保守点検の増加

○

14 第三者への賠償
(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由により第

三者に生じた損害
○

(2) 上記以外の事由により第三者に生じた損害 ○

15 セキュリティ
(1) 指定管理者の警備不備による情報漏えい、

犯罪発生等
○

（2） 上記以外の事由による情報漏えい、犯罪発
生等

○

16 金銭の管理 (1) 事業に伴う金銭の盗難・紛失 ○

17 指定期間の開始 （1） 指定期間開始の場合における区又は現指定
管理者からの業務の引継ぎに要する費用

○

18 
指定期間の終了 (1) 

指定期間終了の場合（指定期間の満了以前
の取消し等による場合を含む。）における区
又は区が指定するものに対する業務の引継
ぎに要する費用

○
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(2) 
指定期間終了の場合（指定期間の満了以前
の取消し等による場合を含む。）における原
状復帰に要する費用

○

（備考）

２-(1) 消費税率の変更を想定した規定です。

２-(2) 収益関係税、外形標準課税など指定管理者自身に影響を及ぼす税制の変更を想

定した規定です。

４ 運営経費に関する事項 

（１）指定管理料の支払 

指定管理料の額は、提案のあった経費を上限とし、区の予算の範囲内で支払うも

のとします。支払方法、支払時期については、基本協定書・年度協定書で定めます。 

受託経費見積書は、区が定める次のア～カ（イを除く。）の５つの経費区分に従

って作成してください。 

なお、区の会計事務と同様、原則、経費区分間の流用はできないものとし、やむ

を得ない理由で流用する際は、区と協議の上決定するものとします。 

ア 職員人件費 

   施設に勤務する職員等（管理運営体制に記載した職員等）に係る人件費 

・事業計画に基づく施設職員の確実な配置及び当該職員の人件費を保証する観点

や、指定管理者の経営努力による経費節減が見込まれないことから、予算額と

実績額の差額を清算します。清算方法については、基本協定書で定めます。 

・人件費の積算に当たっては、職員（再委託した業務に従事する職員を含みます。）

の最低賃金水準額を遵守してください。最低賃金水準額は、「港区が発注する

契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関する要綱」によ

り定めた金額と同額です。平成３１年度は（一般事務・時給額）１，０７０円

です（金額は、毎年度見直します。）。「指定管理者制度導入施設における労働

者等の最低賃金水準額」（別紙８）を参照してください。 

イ 光熱水費 

  施設の維持管理に必要な電気、ガス、上下水道料金 

・光熱水費（電気、ガス及び水道）の供給事業者への支払は、芝浦港南地区総合

支所管理課で面積按分された料金に基づき区で支払います。なお、請求書が届

いたら、速やかに区へ提出してください。 

 ウ 修繕費 

    施設の修繕に必要な経費 

   ・指定管理者が作成した修繕計画に基づき区が優先順位を設定し、１件１３０万

円以下の建物躯体や建物設備の保全のための軽易な修繕及び整備費用（併設施
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設部分を含む。）については、指定管理料に含めます。 

   ・１件１３０万円（税込）を超える修繕は、指定管理料とは別に区が実施します

ので受託経費見積には含めないでください。 

   ・予算額と実績額の間に乖離が生じる可能性が高いことから、予算額と実績額の

差額を清算します。清算方法の詳細については、基本協定書で定めます。 

エ 事業運営費 

    施設で実施する各種事業に必要な経費 

  ・再委託による予定金額と決定金額の差額を清算します。清算方法の詳細につい

ては、基本協定書で定めます。 

 オ 施設管理経費 

    施設の維持管理に必要な保守・検査業務、清掃業務、廃棄物処理等にかかる経 

費 

  ・再委託による予定金額と決定金額の差額を清算します。清算方法の詳細につい

ては、基本協定書で定めます。 

カ その他経費 

    上記のいずれにも該当しない業務 

    本社が労務管理など業務を一括して行うために施設が負担する経費、本社が施

設を支援するために必要な経費、民間企業等の利益など。 

  ・経費の計上に当たっては、本社が担う役割や業務内容、利益の算定方法など積

算根拠を明らかにする資料を必ず添付してください。 

（２）備品購入の取扱い 

１点予定価格５万円（税込）を超える備品については、区が必要と認めた場合に 

限り、区が購入し、備品の管理は指定管理者の責務とします。 

（３）収入 

介護予防総合センターの利用料は、無料です。 

管理運営業務は、原則として区からの指定管理料で措置します。 

なお、事業実施に要する経費のうち、参加者個人に直接かかる経費（材料費など） 

は実費徴収できます。その他については、区と指定管理者が協議の上決定します。 

（４）銀行口座の開設 

   本業務の実施に係る支出及び収入を適切に管理するため、本業務に固有の銀行口

座を開設し、適切な運用を図るものとします。 
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（５）損害賠償保険 

   指定管理者は、施設運営業務を行うに当たって施設に損害が生じた場合に対応す

る「施設賠償責任保険」及び施設利用者等に損害が生じた場合の損害賠償額を担保

するための「第三者賠償保険」に必ず加入します。 

   指定管理者が加入すべき保険の基準は、「平成３０年度特別区自治体総合賠償責

任保険（賠償責任保険）概要」（別紙９）で定める金額とします。 

（６）その他 

ア 介護予防総合センターの経費は、区の「一般会計」と「介護保険会計（地域支

援事業交付金対象）」から支出されており、運営事業費の中で介護予防事業の開

発及び実施に係る経費（人件費及び事業運営費）のみ、後者に分類されます。そ

のため、両会計の執行状況が混在しないよう、明確に区分して管理してください。 

イ 平成２９年度の運営実績については、「平成２９年度港区立介護予防総合セン

ター運営経費執行表」（別紙１０）を参照してください。 

ウ その他、本要項に定めのない事項については、区と指定管理者が協議の上決定

し、協定書により定めます。 

Ⅲ 選定手続 

１ 公募の手続・手順 

（１）申請者の資格 

地方自治法第２４４条の２第３項に規定する法人その他の団体で、次のアからカ

にすべてに該当する者 

ア 介護予防総合センターの運営に熱意を持ち、施設の効用を最大限に発揮すると

ともに効率的な管理運営が図れる者

イ 指定期間中、事業の管理運営を安定して行う物的能力、人的能力を有している 

者 

ウ 港区議会議員、区長、副区長、教育長並びに地方自治法第１８０条の５第１項

に規定する委員会の委員及び委員が、無限責任社員、取締役、執行役若しくは監

査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人又は清算人となっていない法人や、そ

の他の団体。また、区が資本金、基本金その他これらに準ずるものの二分の一以

上を出資している法人その他団体であって、区議会議員以外の者が役員等となっ

ているものも可とする。 

エ 介護予防事業を指定管理業務として行っている、または事業を受託している事

業者で、自身で介護予防に係る専門職の育成を行っている者 

オ 本店、支店、事業所等が、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県内のいずれかに

ある法人又はその他の団体であること。 

カ 団体又はその代表者が以下のいずれにも該当しないこと。 

（ア）地方自治法施行令第１６７条の４第２項及び第１６７条の５第１項（同項を 
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準用する場合を含む。）の規定により港区における一般競争入札等の参加を制

限されている者 

（イ）法律行為を行う能力を有しない者 

（ウ）破産法に基づく破産手続き開始の申立てをしている者 

（エ）会社更生法に基づく更生手続き開始の申立てをしている者 

（オ）民事再生法に基づく再生手続き開始の申立てをしている者 

（カ）国税又は地方税を滞納している者 

（キ）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定管理者の指定の取消し 

（法人格の変更等に伴う指定の取消しを除く。）を受けてから２年間が経過して

いない者 

（ク）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に掲げる暴力団、又

は暴力団若しくはその構成員若しくはその構成員でなくなった日から５年を

経過していない者の統制下にある団体 

（２）複数の団体による共同申請 

ア 複数の団体で共同事業体（以下「グループ」という。）を結成し、グループと 

して申請することも可能です。その場合は、申請時にグループを結成し、適切な

名称を設定の上、代表団体（他の団体は構成団体とします。）を定めてください。

グループ内のすべての団体が上記（１）申請者の資格（エを除く）に該当するこ

とが必要です。 

イ 共同事業体で、法人等を設立する場合は、指定管理者の指定の議決までに、法 

人登記事項証明書又はそれに代わる書類等を提出してください。 

ウ 当該グループの代表団体及び構成団体は、別のグループ又は単独により申請す 

ることはできません。 

エ 代表団体及び構成団体の変更は原則として認めません。ただし、区が業務遂行 

上の支障がないと判断した場合に限り、変更できるものとします。 

オ 次頁（５）③及び⑦に掲げる書類は、構成団体ごとに作成してください。 

カ 次頁（５）③に掲げる書類のほか、代表団体は次の書類を提出してください。 

（ア）共同事業体構成書      様式Ａ  

（イ）共同事業体協定書兼委任状  様式Ｂ  

（ウ）宣誓書（共同事業体用）   様式Ｃ  

（エ）安定運営の取組       様式Ｄ  

（３）公募の日程 

公募要項発表         平成３１年４月１２日（金） 

公募説明会参加申込期限    平成３１年４月１８日（木）午後３時まで 

公募説明会及び現地見学会   平成３１年４月１９日（金）午後３時から 

質疑受付           平成３１年４月１２日（金）から 

平成３１年４月２６日（金）午後５時まで 

      質疑回答           平成３１年５月１０日（金） 

      申請書類受付（第一次提出）  平成３１年４月１２日（金）から 
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平成３１年５月１５日（水）まで 

   計画書類等受付（第二次提出） 平成３１年４月１２日（金）から 

                  平成３１年５月２２日（水）まで 

第一次審査（書類審査）    平成３１年６月２４日（月）予定 

第二次審査（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ）   平成３１年７月  １日（月）予定 

指定管理者候補者選定     平成３１年７月下旬予定 

指定管理者の指定       平成３１年１０月下旬予定 

（４）公募説明会及び現地見学会 

ア 公募説明会及び現地見学会 

  応募をする団体は、必ず説明会に参加してください。 

（ア）日 時 平成３１年４月１９日（金） 

説明会 午後３時～４時 

見学会 午後４時～５時 

（イ）場 所 港区立介護予防総合センター 

   ※見学会については原則利用者が使用している部分の写真撮影はできません。 

イ 参加申込み 

  「公募説明会及び現地見学会参加申込書」（別添）を平成３１年４月１８日（木）

午後３時までに、下記提出先までＦＡＸで送付してください。

なお、会場の都合上、１団体４名まででお願いします。

ウ 提 出 先  港区保健福祉支援部高齢者支援課介護予防推進係 小林 

ＴＥＬ ０３-３５７８-２９３４ 

ＦＡＸ ０３-３５７８-２４１９ 

（５）申請書類（第一次提出） 

応募を希望する事業者は、下記の書類を平成３１年５月１５日（水）までに提出

してください。作成に当たり、（７）「提出書類に関する留意事項」を確認してくだ

さい。

提 出 書 類 様式 
部数 

正本 副本① 副本② 

① 指定管理者指定申請書 【様式１】 １部 

≪共同事業体の場合≫ 

[Ａ]共同事業体構成書 
【様式Ａ】 １部 １部 １５部 

 [Ｂ]共同事業体協定書兼委任状 【様式Ｂ】 １部 

 [Ｃ]宣誓書（共同事業体用） 【様式Ｃ】 １部 

 [Ｄ]安定運営の取組 【様式Ｄ】 １部 １部 １５部 

② 宣誓書 【様式２】 １部 
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③ 定款、寄附行為又はこれに類するもの（最新のもの） － １部 ３部  

④ 
法人の登記事項証明書（全部事項証明書） 

（申請日前 3か月以内に発行されたもの） 
－ １部 ３部 

⑤ 印鑑証明書（申請日前 3か月以内に発行されたもの） － １部 ３部 

⑥ 預金残高証明書（最新の決算期末日現在のもの） － １部 ３部 

⑦ 事業者の概要   

<<公益法人の場合>> 

ア 法人（団体）等の概要 【様式３】 １部 １部 １５部 

・事業経歴、役員（理事・評議員）名簿、法人運営に関す

る基本的な考え方、理念、障害者雇用率 等 

イ 決算書類（直近の決算期 3期分） 様式自由 １部 １部 ３部

・収支計算書（収支計算書、正味財産増減計算書、貸借対

照表、財産目録、計算書類に対する注記） 
様式自由 １部 １部 ３部

ウ 事業報告書（直近の決算期 3期分） 様式自由 １部 １部 ３部

エ 収支予算書（今年度に係るもの） 様式自由 １部 １部 ３部

オ 事業計画書（今年度に係るもの） 様式自由 １部 １部 ３部

カ 監事の監査報告書 様式自由 １部 １部 ３部

<<ＮＰО法人の場合>> 

 ア 法人（団体）等の概要 【様式３】 １部 １部 １５部 

・事業経歴、役員名簿、法人運営に関する基本的な考え方、

理念、障害者雇用率 等 

イ 決算書類（直近の決算期 3期分） 

・収支計算書（収支計算書、貸借対照表、財産目録） 
様式自由 １部 １部 ３部

 ウ 事業報告書（直近の決算期 3期分） 様式自由 １部 １部 ３部

 エ 監事の監査報告書 様式自由 １部 １部 ３部

※上記のイ～エについては、特定非営利活動促進法及び内

閣府令に基づくものを提出してください。 

<<医療法人の場合>> 

 ア 法人（団体）等の概要 【様式３】 １部 １部 １５部 

・事業経歴、役員名簿、法人運営に関する基本的な考え方、

理念、障害者雇用率 等 

 イ 損益計算書（直近の決算期 3期分） 様式自由 １部 １部 ３部

 ウ 貸借対照表（直近の決算期 3期分） 様式自由 １部 １部 ３部

 エ 株主資本等変動計算書（直近の決算期 3期分） 様式自由 １部 １部 ３部

 オ 付属明細書（直近の決算期 3期分） 様式自由 １部 １部 ３部
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カ 監事の監査報告書 

※上記のイ～カについては、病院会計準則に従ったものを

提出してください。エについては、社員総会での承認日

を付記してください。オについては、法人税確定申告書

に添付した勘定科目内訳書の写しで代替してもかまいま

せんが、その場合には税務署に提出したすべてのものを

提出し、謄本である旨の代表者の署名、捺印を付してく

ださい。都道府県提出決算書を別途作成している場合に

は、当該決算書の写しも提出してください。 

様式自由 １部 １部 ３部

<<株式会社・有限会社の場合>> 

 ア 法人（団体）等の概要 【様式３】 １部 １部 １５部 

・事業経歴、役員名簿、法人運営に関する基本的な考え方、

理念、障害者雇用率 等 

イ 決算書類（直近の決算期 3期分） 

・営業報告書 

・貸借対照表 

・損益計算書 

・注記事項（重要な会社方針、貸借対照表注記、損益計算 

書注記） 

・株主資本等変動計算書 

・付属明細書 

※決算書類は、会社法及び会社法計算施行規則に従ったも

のを提出してください。 

様式自由 １部 １部 ３部 

※連結決算を行っている親会社又は子会社がある場合は、

連結財務諸表も提出してください。 

※株主資本等変動計算書は、社員総会又は株主総会での承

認日を付記してください。 

※付属明細書は、法人税確定申告書に添付した勘定科目内

訳書の写しで代替することも可能です。その場合、税務

署に提出したすべてのものを提出し、謄本である旨の代

表者の署名、捺印を付してください。 

なお、申請書類提出時点において、既に最近の決算期末

日が到来している法人で、未だ決算が確定していない場

合には、直近の決算期末の経営成績及び財政状態の参考

となる資料（例：試算表、予想損益計算書、予想貸借対

照表）。ただし、過去 3 期分の決算書等とは別に提出し

てください。 

ウ 監査報告書 

※会計監査人（公認会計士又は監査法人）の監査を受けて

いる場合には、会計監査人の監査報告書も提出してくだ

さい。 

様式自由 １部 １部 ３部

⑧ 
法人税、消費税、法人事業税、地方消費税の納税証明書 

（直近の決算期 2期分に係るもの） 
－ １部 ３部 

⑨ 担保提供資産について 【様式４】 １部 ３部 

⑩ 債務の保証について 【様式５】 １部 ３部 
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⑪ 類似施設の管理運営実績について 

（施設名・所在地・規模等） 

類似施設の運営状況 

・施設長の運営姿勢、組織運営の方針 

・地域社会への取組 

・施設の特色あるサービス内容 

・その他 

【様式６-１】 １部 １部 １５部 

⑫ 施設運営・管理に関する実績一覧 
【様式６-２】

【様式６-３】
１部 １部 １５部 

⑬ 
介護予防事業受託に関する実績一覧 

事業者独自の高齢者に対する取組の実績 
【様式７】 １部 １部 １５部 

⑭ 情報セキュリティ確認チェックシート 【様式８】 １部 １部 １５部 

⑮ 労働環境チェックシート 【様式９】 １部 １部 １５部 

（６）計画書類（第二次提出） 

申請者は、下記の計画書類を平成３１年５月２２日（水）までに提出してくださ

い。作成に当たり、（７）「提出書類に関する留意事項」を確認してください。 

提出書類 様式 
 提出部数 

正本 副本① 副本② 

法人等の団体に関する書類 

① 指定管理者計画書類等提出書 【様式１０】 １部 １部 １５部 

② 

資金・収支計画書（事業計画） 
（平成 32年度から平成 36 年度まで） 
※各年度における受託経費の増減理由も記載してくださ

い。 

【様式１１-１】 １部 １部 １５部 

③ 受託経費見積書（平成 32 年度） 【様式１１-２】 １部 １部 １５部 

④ 
給与・報酬・賃金等に関する規程（最新のもの） 
（※人件費の積算内訳） 

様式自由 １部 １部 １５部 

⑤ 施設長予定者の勤務した実績 【様式１２】 １部 １部 １５部 

管理運営計画に関する書類 

⑥ 

ア 施設運営に関する基本的な考え方について 
・港区の介護予防の中核施設としての施設の運営方針に

ついての考え方 
・区立施設としての役割、区民サービス提供についての

考え方 
・環境に配慮した施設運営についての考え方 
・苦情解決及びサービス評価の取組 

【様式１３】 １部 １部 １５部 
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・顧客満足度（CS）への具体的な取組 
・適切な労働環境の確保 

⑦ 

イ 利用者の安全・安心の確保について 
・日常における高齢者の安全確保への取組及び緊急対応 
・夜間、休館日等の緊急対応や、地震・防災等危機管理

への取組 
・区が研修室に芝浦港南地区災害対策本部又は港区災害

対策本部機能代替防災拠点を設置した場合の運営支援
業務に関する基本的な考え方 

・個人情報保護についての考え方と具体的な取組 

【様式１４】 １部 １部 １５部 

⑧ 

ウ 業務に従事する職員について 
・職員配置体制、勤務体系の考え方（資格別） 
（常勤・非常勤の数、勤務ローテーションの考え方等） 
※港区が定める「指定管理施設職員の雇用区分確認表」

(別紙 11)に基づき作成 
※指定管理施設職員の職員配置表 
※職員ローテーション表 
（常勤・非常勤別 ア 月～土、祝日 イ 日） 
・職員の確保、育成（研修、接遇、キャリアアップ支援

等）についての考え方  
・バックアップ体制 
・施設の事業運営に係る専門職の配置についての考え方 
・関係機関への介護予防に係る業務支援を行う職員体制 

【様式１５-１】
【様式１５-２】
【様式１５-３】
【様式１５-４】

１部 １部 １５部 

⑨ 

エ 事業の具体的な提案について 
Ⅰ 介護予防に係る事業の調査、開発及び実施に関する

ことについて 
・介護予防事業に係る有効な調査及びその分析・検証に

ついての考え方 
・事業開発についての考え方 
・事業実施についての考え方 
（設定する時間や曜日の考え方、対象者、諸室を有効に

活用し高い稼働率を保つ工夫など） 

【様式１６-１】
【様式１６-１

別表】 
１部 １部 １５部 

⑩ 

Ⅱ 介護予防に係る区民への継続的な支援について 
・専門職による個別健康サポートについての提案 
・若年層へ向けた介護予防の取組についての提案 
・区民の健康を継続的に支援する具体的提案 

【様式１６-２】 １部 １部 １５部 

⑪ 

Ⅲ 介護予防に係る団体及び関係機関との連携、交流そ
の他必要な支援について 

・介護予防事業の実施機関であるいきいきプラザ及び個
別支援の拠点である高齢者相談センター（地域包括支
援センター）との連携についての考え方と具体的提案 

・複合施設内の施設との、複合施設としてのメリットを
生かした連携についての考え方と具体的提案 

・健康増進のための事業を実施する健康増進センター（ヘ
ルシーナ）やみなと保健所との連携についての考え方
と具体的提案 

・民間介護予防事業所や介護予防リーダーなどのボラン
ティアや介護予防活動を行うグループなど、地域で介
護予防事業を主体的に行う人や団体との連携について
の考え方と具体的提案 

【様式１６-３】 １部 １部 １５部 
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⑫ 

Ⅳ 介護予防に係る人材の育成及び支援について 
・ボランティアの育成・支援、ボランティアとの交流・

連携に関する具体的提案 
・介護予防に資する活動団体（自主活動グループ等）へ

の具体的な支援 
・関係機関の人材育成・支援に関する具体的提案 

【様式１６-４】 １部 １部 １５部 

⑬ 

Ⅴ 介護予防に係る情報の収集及び提供に関することに
ついて 

・有効な情報を収集するための方策 
・有効と考える介護予防の普及・啓発や情報提供の方法

の提案 
・介護予防フェスティバルの提案 
（企画や事業内容、多くの区民の参加促進のための方策

等） 

【様式１６-５】 １部 １部 １５部 

⑭ 

オ 介護予防事業の課題に対する具体的提案について 
・就労者も参加できる具体的提案 
・男性の事業参加促進に関する具体的提案 
・高齢者の社会参加促進、社会的役割の創出に関する具

体的提案 
・地域包括ケアシステムの更なる推進に向けた具体的提

案 
・要介護・要支援認定率の上昇を抑制する具体的提案 

【様式１７】 １部 １部 １５部 

⑮ 

カ 提案事業について 
施設の設置目的に沿った、介護予防に係る事業を総合 

的に推進するための新たな事業を提案してください。 
・提案事業計画 
・新たな事業提案に関する資金計画 

【様式１８】 １部 １部 １５部 

【様式１９】 

⑯ 

キ 自主事業について 
 自主事業を展開したいという希望がありましたら、ご
提案ください。自主事業計画書は、施設運営の趣旨や前
述の指定管理者の業務を参考に提案してください。 
・自主事業計画 
・自主事業に関する資金計画  

【様式２０】 １部 １部 １５部 

【様式２１】 

⑰ ク 応募動機及び指定管理者としての抱負 【様式２２】 １部 １部 １５部 

⑱ ケ 公募提案書概要 【様式２３】 １部 １部 １５部 

⑲ 
コ 区内中小事業者の活用及び区民雇用の促進について
の考え方 

【様式２４】 １部 １部 １５部 

⑳ サ 高齢者、障害者の雇用促進についての考え方 【様式２５】 １部 １部 １５部 

再委託を予定している業務 【様式２６】 １部 １部 １５部 

（７）提出書類に関する留意事項

ア 申請書類、計画書類提出後の内容変更は、提出締切日の午後５時まで受け付け

ます。 

イ 上記のほか、区が必要とする書類の提出を求めることや、ヒアリングを実施す
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る場合があります。

ウ 申請書類等の著作権は、作成した団体に帰属します。ただし、提出された応募

書類は返却できません。区の責任において一定期間保管後、廃棄します。 

エ 指定のあるもの以外の書類は、原則としてＡ４判で作成し、各提出書類（様式）

の最初の書類の右肩にインデックスを貼り、ファイルに綴じて提出してください。

やむを得ない場合は、Ａ３判をＡ４判のサイズに折ることを可とします。 

オ 副本については、法人名など応募事業者が特定できる部分をマスキング（黒塗

り）していないもの（副本①）と、マスキングしたもの（副本②）をそれぞれ指

定された部数提出してください。 

カ 上記のほか、電子媒体（ＣＤ―Ｒ）に正本及び副本を入力したものを１部提出

してください。 

キ 区は、指定管理者の選考結果及び提案内容等を公表する場合、その他区が必要

と認めるときは、無償で提出書類の全部又は一部を使用できるものとします。 

  ただし、公開することにより応募者に明らかに不利益を与えると認められる書

類については公表しません。 

ク 提出書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

（８）応募に関する留意事項 

ア 選考委員会委員等との接触について 

公募要項の公表日以降、公募説明会・現地見学会等区が提供する機会を除き本

件提案に関して、選考委員、区職員等への接触は禁止します。接触の事実が認め

られた場合は、失格となる場合があります。 

イ 応募の辞退について 

応募書類を提出した後、辞退する場合は、辞退届（様式自由）を提出してくだ

さい。 

ウ 費用の負担について 

提案や指定後の協議に対しての参加報酬、交通費及び受託のための準備等に係

る経費は、応募者の負担とします。 

エ グループによる応募の構成団体の変更について 

グループによる応募の場合、代表団体及び構成団体の変更は原則として認めま

せん。 

（９）質疑の受付及び回答 

ア 質問書の受付 

質問書（別添）に必要事項を記入し、下記の提出先に、ＦＡＸで送信してくだ

さい（送信未達を防ぐため、事前に電話にて連絡をお願いします。）。これ以外での

方法（持参、郵送、電話、口頭等）又は、期間を過ぎたものは受け付けません。 

（ア）質疑受付期間  

平成３１年４月１２日（金）～平成３１年４月２６日（金）（必着）

平日の午前９時から午後５時まで 

（イ）提 出 先   港区保健福祉支援部高齢者支援課介護予防推進係 小林 

ＴＥＬ ０３-３５７８-２９３４ 

ＦＡＸ ０３-３５７８-２４１９ 



23 

イ 質問回答 

平成３１年５月１０日（金）を目途に、すべての質疑に対する回答書を港区ホ

ームページで公表します(質問をした団体名は公表しません。)。 

この回答書は、本要項と一体のものとして、要項と同様の効力を有します。 

なお、意見の表明と解されるものや質疑の内容（質問内容が不明瞭なもの）に

よっては、回答しないことがあります。 

（10）申請書類の提出（第一次提出） 

応募を希望する法人又は団体は、次により申請してください。区にこれらの書類

を提出した事業者を申請者とします。 

ア 提出期間  

平成３１年４月１２日（金）～平成３１年５月１５日（水） 

     平日の午前９時から午後５時まで(正午から午後１時までは除く) 

※申請書類の確認を行いますので、提出に際しては、事前に下記に連絡の上、 

指定された日時に来所願います（電話予約は４月１２日（金）から受け付けます。）。 

  イ 提 出 先 港区芝公園一丁目５番２５号 港区役所２階 

         港区保健福祉支援部高齢者支援課介護予防推進係 小林 

         ＴＥＬ ０３（３５７８）２９３４ 

（11）計画書類の提出（第二次提出） 

   申請者は、次により計画書類等を事務局に提出してください。これらの書類を提

出した事業者を応募者とします。なお、所定の期間内に計画書類等が提出されなか

った場合には、いかなる理由においても、応募を辞退したものとみなします。 

  ア 提出期間  

平成３１年４月１２日（金）～平成３１年５月２２日（水） 

     平日の午前９時から午後５時まで(正午から午後１時までは除く) 

※申請書類の確認を行いますので、提出に際しては、事前に下記に連絡の上、 

指定された日時に来所願います（電話予約は４月１２日（金）から受け付けます。）。

  イ 提 出 先 港区芝公園一丁目５番２５号 港区役所２階 

         港区保健福祉支援部高齢者支援課介護予防推進係 小林 

         ＴＥＬ ０３（３５７８）２９３４ 

２ 指定管理者候補者の選考・選定  

（１）指定管理者候補者の選考 

ア 指定管理者候補者は、「港区立介護予防総合センター指定管理者候補者選考委 

員会（以下「選考委員会」という）」において選考します。 

イ 審査方法は、応募者から提出された書類による第一次審査と、第一次審査通過 

者に対するプレゼンテーション等を含めた第二次審査を予定しています。 

ウ 第二次審査のプレゼンテーションにおいては、次の項目を盛り込んでください。 

（ア）区の介護予防の中核施設としての役割について 

（イ）介護予防ボランティアを主軸とした地域活性化への取組について 
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（ウ）職員体制の実現性について 

（エ）施設長予定者の意欲について 

（オ）提案事業について 

エ プレゼンテーション等を含めた第二次審査に、施設長予定者は必ず出席してく

ださい（なお、出席者は施設長予定者を含め４名以内とします。）。 

オ 審査の過程において、選考委員が事業所の視察を行うこともあります。 

カ 審査の結果、ふさわしい候補者がいない場合、選定しない場合があります。 

キ 指定管理者候補者として選定された事業者は、辞退することはできません。 

（２）指定管理者候補者の選定 

ア 選考委員会が選考した指定管理者候補者について、全庁的な視点から港区指定 

管理者選定委員会で審議した上で、区として指定管理者候補者を選定します。 

イ 指定管理者として指定されるまでの間に候補者に事故のあるときは、選定され

なかった応募者のうちから新たに候補者を選定することがあります。

ウ 指定管理者の指定は、港区議会での議決を経て行います。

（３）基本的な選考基準 

ア 安定的な経営基盤を有していること（公認会計士による財務状況分析を実施し

ます。）。

イ 業務の実績について

（ア）類似施設の運営実績及び請負実績

（イ）介護予防事業の受託実績（事業者独自の高齢者に対する取組の実績）

ウ 施設運営に関する基本的な考え方について

（ア）介護予防の中核施設としての施設の運営方針についての考え方 

（イ）区立施設としての役割、区民サービス提供についての考え方 

（ウ）環境に配慮した施設運営についての考え方 

（エ）苦情解決及びサービス評価の取組、顧客満足度（CS）への具体的な取組 

（オ）適切な労働環境の確保 

エ 利用者の安全・安心の確保について 

（ア）日常における高齢者の安全確保への取組及び緊急対応

（イ）夜間・休館日等の緊急対応や地震・防災等危機管理への取組

（ウ）個人情報保護についての考え方と具体的な取組

オ 業務に従事する職員について

（ア）職員体制、勤務体系の考え方

（イ）職員の確保、育成（研修、接遇、キャリアアップ支援等）についての考え方

（ウ）バックアップ体制

（エ）施設の事業運営に係る専門職の配置についての考え方【重点事業】

（オ）関係機関への介護予防に係る業務支援を行う職員体制

カ 事業の具体的な提案について
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（ア）介護予防に係る事業の調査、開発及び実施に関することについて

・介護予防事業に係る有効な調査及びその分析・検証についての考え方【重点

事業】

・事業開発についての考え方

・事業実施についての考え方（一般介護予防事業・みんなと元気塾）

（イ）介護予防に係る区民への継続的な支援について

・専門職による個別健康サポートについての提案【重点事業】

・若年層へ向けた介護予防の取組についての提案

・区民の健康を継続的に支援する具体的提案

（ウ）介護予防に係る団体及び関係機関との連携、交流その他必要な支援について

・いきいきプラザ及び高齢者相談センター（地域包括支援センター）との連携

についての考え方と具体的提案

    ・複合施設内の施設との連携についての考え方と具体的提案   

・健康増進センター（ヘルシーナ）及びみなと保健所との連携についての考え

方と具体的提案

・その他関係機関や地域の介護予防活動団体との連携についての考え方と具体

的提案

（エ）介護予防に係る人材の育成及び支援について

    ・ボランティアの育成・支援、ボランティアとの交流・連携に関する具体的提

案【重点事業】

    ・介護予防に資する活動団体（自主活動グループ等）への具体的な支援【重点

事業】

・関係機関の人材育成・支援に関する具体的提案

  （オ）介護予防に係る情報の収集及び提供に関することについて

    ・有効な情報を収集するための方策

    ・有効と考える介護予防の普及・啓発や情報提供の方法の提案

    ・介護予防フェスティバルの提案

  キ 介護予防事業の課題に対する具体的提案について

  （ア）就労者も参加できる具体的提案

  （イ）男性の事業参加促進に関する具体的提案

  （ウ）高齢者の社会参加促進、社会的役割の創出に関する具体的提案【重点事業】

  （エ）地域包括ケアシステムの更なる推進に向けた具体的提案

  （オ）要介護・要支援認定率の上昇を抑制する具体的提案

ク 提案事業について

ケ 自主事業について

コ 応募動機及び指定管理者としての抱負

サ 区内中小事業者の活用及び区民雇用の促進についての考え方

シ 高齢者、障害者の雇用促進についての考え方

ス 受託経費見積書について
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（４）審査結果の通知 

審査結果は、第一次審査、第二次審査ともに応募者全員に文書で通知します。

（５）第二次審査用資料の提出 

   第一次審査通過者は、第二次審査におけるプレゼンテーション用資料の提出を求 

  める場合があります。詳細は、第一次審査通過者に連絡します。 

Ⅳ 決定後の手続

１ 基本協定書・年度協定書  

（１）協定の締結 

港区議会の議決を経た後、指定管理者として指定し、区は指定管理者と協定を締

結します。 

   締結する協定書は、指定期間を通した包括的な施設の管理・運営に関する基本的

事項を規定する基本協定書と、年度ごとの管理・運営業務や指定管理料に関する事

項を規定する年度協定書の２種類です。 

（２）基本協定書の主な事項 

ア 指定期間 

イ 業務の範囲 

ウ 施設の運営 

エ 施設の維持管理 

オ 区が支払うべき経費 

カ 保険の加入 

キ 自主事業 

ク 区と指定管理者の役割分担 

ケ 業務の再委託 

コ 事業計画書、事業報告書等の提出 

サ 業務の引継ぎ 

シ 備品の管理 

ス 利用者アンケート実施 

セ モニタリング 

ソ 第三者評価 

タ 緊急時の対応 

チ 環境への配慮 

ツ 管理運営業務を行うに当たって保有する個人情報の保護及び関係書類の整

理・保管 

テ 情報セキュリティ 

ト 指定の取消し及び管理業務の停止 
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ナ 損害賠償 

ニ 権利義務の譲渡の禁止 

ヌ 目的外使用の禁止 

ネ 施設・設備等の原状回復 

ノ 区と指定管理者の管理責任の分担 

ハ その他区長が必要と認める事項 

（３）年度協定書の主な事項 

  ア 目的 

  イ 協定の期間 

ウ 指定管理料の額 

エ 指定管理料の支払 

オ 指定管理料の清算 

カ 協議 

２ 災害時協定 

（１）協定の締結 

港区内で地震等の災害が発生した際の応急対応を迅速かつ的確に行うため、区と

指定管理者は災害協定を締結し、災害時等における役割分担を明確にします。 

（２）災害時協定書の主な事項 

ア 災害の範囲 

イ 避難所運営支援業務 

ウ 要請期間及び方法 

エ 協力履行の義務及び免除 

オ 費用負担 

カ 損害補償 

キ 災害時の情報共有 

ク 守秘義務 

ケ 平時からの備え 

コ 協議 

サ 効力 

３ 事業計画書及び収支予算書の作成 

（１）事業計画書及び収支予算書の作成

年間の事業計画書及び収入・支出の概算予定書の提出等 
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（２）事業報告書及び収支決算書の作成 

区が指示する事業報告書の提出（毎月の施設利用実績、施設の維持管理業務の実

績等）、収支決算書の提出等 

４ 業務の引継ぎ等  

指定管理者は、指定期間開始前の期間内に準備業務を行うものとします。特に利

用者にとって円滑に新たな指定管理者への移行を実現するため、区や関係機関と指

定管理者による移行準備を実施してください。 

指定管理者が変更となる場合には、新たな指定管理者は、事業者が交替すること

により、利用者に不安や影響を与えず、入念な引継ぎに努めてください。 

また、指定期間終了時又は指定の取消しによって管理運営業務が終了する際は、

次期指定管理者が円滑にかつ支障なく業務を遂行できるよう引継ぎ業務を実施し

てください。

引継ぎ等にかかる経費は、区が経費を負担する引継ぎ項目を除き、新たな指定管

理者が負担します。

※労働環境確保策の一環としての雇用継続の要請について 

 新たに指定管理者となる事業者には、当該指定管理の協定締結前から当該業務に

従事していた職員のうち希望する労働者については、新たに指定管理の協定を締

結する事業者による継続雇用をお願いします。 

５ 情報の公表 

（１）応募書類等

公募時に提出された書類は、理由のいかんを問わず返却しません。申請書類、計

画書類等の著作権は、申請者に帰属します。 

ただし、区は公表等する場合には、申請書類、計画書類等の内容を無償で使用で

きるものとします。 

なお、申請書類、計画書類等は、港区情報公開条例の規定に基づき、公開請求の

対象になります。 

（２）選考・選定過程の情報 

指定管理者候補者の選考・選定過程に関する情報（応募書類、選考委員会報告書

公募時質問項目、選定委員会選定調書、選考委員会会議録・選定委員会会議録等）

は、原則公表します。なお、事業者名については、決定事業者のみ公表の対象とし

ます。
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（３）指定管理業務に関する情報

基本協定書、年度協定書、事業計画書等の事業運営に係る書類、第三者評価及び

労働環境モニタリングの結果等、指定管理業務に関する情報は原則公表します。

６ モニタリング等の実施  

（１）モニタリングの実施 

指定管理者は、毎月の業務実績等の報告書を定められた期日までに提出し、区へ

報告します。区は報告に基づき施設の運営状況等を確認します。また、指定管理者

に対する月次モニタリングとして、チェックシート等を活用し、施設の運営状況等

の把握に努めます。また、指定管理者は、施設利用上の問題等の解決策を検討し、

業務を円滑に実施するため、必要に応じて、情報交換や業務の調整を図る場を設け

ます。このほか、指定管理者は、利用者懇談会などを開催し（おおむね６か月に１

回程度）、意見箱の設置等による利用者等の意見・要望の聴取等、利用者ニーズの

把握を行います。

区が行うモニタリングは、月次モニタリング及び年度終了時モニタリング等があ

り、モニタリングの結果は、指定管理施設検証シートとして取りまとめ、ホームペ

ージで公表します。

（２）第三者評価の実施 

区は、指定管理者に対し、原則として指定期間の中間年に１回、第三者評価機関

又はこれに類するものによる評価の受審を義務付け、その結果を業務運営の改善指

導に活用します。第三者評価機関との契約は区が行い、費用は区が負担します。な

お、福祉施設については、東京都の制度があり、対象施設については、定められた

受審頻度を遵守してください。 

（３）労働環境モニタリングの実施及び賃金給付状況シートの提出 

区は、公の施設として利用者の安全・安心の確保をはじめ、区民・利用者サービ

ス維持・向上の観点から、指定期間の２年目に社会保険労務士による労働環境モニ

タリングを実施します。社会保険労務士との契約は区が行います。

また、施設で勤務する職員（業務の一部を第三者へ再委託をする場合に施設で勤

務する職員についても含みます。）に支給される賃金について、最低賃金水準額を

満たしているか確認をするため、職種ごとに最も低額の賃金の支給を受けている職

員に関する賃金状況給付シートの提出が必要となります。 

（４）監査の実施 

ア 地方自治法第１９９条第７項の規定により、区長又は監査委員が必要と認める

ときは、指定管理者が行う管理業務に係る出納関連の事務について、監査を行う

ことがあります。
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イ 港区では、公正性、透明性をより一層確保するため、平成１３年度から外部監

査人（公認会計士や弁護士等）による包括外部監査を実施しています。公の施設

の管理に関する業務に関し、包括外部監査の対象となる場合があります。

７ 指定の取消し等

（１）指定の取消しと業務の停止 

指定管理者が次のいずれかに該当する場合は、指定の取消し又は業務の停止を命 

じることがあります。その場合において、指定管理者に損害が生じても、区はその 

賠償の責めを負いません。 

ア 指定管理者がⅢの１の（１）に該当しなくなったとき。 

イ 区が行う施設への実地調査に応じず、又は虚偽の報告をし、若しくは調査を妨 

げたとき。 

ウ 実地調査の結果に基づく区の指示に、正当な理由なく従わないとき。 

  エ 経営状況が悪化し、管理運営を継続することが著しく困難となったとき。 

  オ 協定に違反したとき。 

カ 応募書類の内容に虚偽があることが判明したとき。 

キ 違法行為や非行行為に関与するなど、当該指定管理者に管理業務を行わせてお 

くことが、社会通念上不適当と判断されるとき。 

  ク その他指定管理者の責めに帰すべき事由により、事業の継続が困難になったと

き。

  ケ 指定管理者から協定解除の申出があり、その理由を合理的なものと認めたとき。

コ 災害時協定に基づく芝浦港南地区災害対策本部又は港区災害対策本部機能代

替防災拠点の運営支援業務を実施するため、指定管理業務の継続が困難になった

とき。

サ 不可抗力の事由により、業務の継続が困難になったとき。

（２）事業の継続が困難となった場合の措置

 ア 事業の継続が困難となり、指定が取り消される場合でも、次の指定管理者が円

滑かつ支障なく施設の管理運営業務を遂行できるよう、適切な引継ぎを行わなけ

ればなりません。

イ 不可抗力等、指定管理者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が

困難となった場合は、管理継続の可否について協議することとします。



問合せ先

〒１０８－８５１１ 

港区芝公園１丁目５番２５号 

港区保健福祉支援部高齢者支援課介護予防推進係 小林 

TEL：０３-３５７８-２９３４ FAX：０３－３５７８－２４１９ 


